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令和８年６月17日（水曜日）

   午前10時２分開会

────────────────

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和８年度宮崎県一般会計補正

       予算（第１号)

○議案第３号 県税の課税免除等の特例に関す

       る条例の一部を改正する条例

○議案第５号 知事等の損害賠償責任の一部免

       責に関する条例の一部を改正す

       る条例

○議案第９号 宮崎県監査委員条例の一部を改

       正する条例

○議案第17号 財産の取得の変更について

○議案第18号 宮崎県総合計画の変更について

○議案第24号 令和８年度宮崎県一般会計補正

       予算（第２号）

○報告第１号 専決処分の承認を求めることに

       ついて

       ［宮崎県税条例の一部を改正す

       る条例］

○報告第２号 専決処分の承認を求めることに

       ついて

       ［アメリカ合衆国軍隊の構成員

       等の所有する自動車に対する自

       動車税の種別割の特例に関する

       条例の一部を改正する条例］

〇報告事項

・令和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書

・損害賠償額を定めたことについて

・令和７年度宮崎県事故繰越し繰越計算書

〇その他報告事項

・令和７年国勢調査（人口速報集計結果）につ

 いて

・令和７年度の移住実績について

・宮崎県中山間地域振興計画の改定について

・本県とインドネシア政府等との連携合意につ

 いて

・宮崎県消費者基本計画の策定について

・第12次宮崎県交通安全計画の策定について

・第５次みやざき男女共同参画プランの策定に

 ついて

・みやざき文化振興計画の改定について

・第２次宮崎県犯罪被害者等支援基本計画の策

 定について

・みやざき行財政改革プラン（第四期）の取組

 状況について

・宮崎県公共施設等総合管理計画の改訂（素案）

 について

○閉会中の継続審査について

────────────────

出席委員（７人）

  委 員 長   内 田 理 佐

  副 委 員 長   渡 辺 正 剛

  委      員   中 野 一 則

  委      員   外 山   衛

  委      員   荒 神   稔

  委      員   重 松 幸次郎

  委      員   永 山 敏 郎

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

────────────────

説明のため出席した者

 総合政策部

  総 合 政 策 部 長   大 東   収

  政 策 調 整 監   川 畑 敏 彦

  総合政策部次長
             那 須 隆 輝
  （政策推進担当）

  総合政策部次長
             堀   尚 子
  （県民生活担当）
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  総 合 政 策 課 長   前 田 直 彦

  広 域 連 携 課 長   高 舘 直 稀

  秘 書 広 報 課 長   佐 藤 純一郎

  広 報 戦 略 室 長   前 口 浩 二

  行 幸 啓 室 長   瀬 尾 隆 太

  統 計 調 査 課 長   芝 吹 政 明

  総 合 交 通 課 長   内 山 裕 弥

中山間･地域政策課長   宮 崎 智 美

  産 業 政 策 課 長   西 野 修 司

  デジタル推進課長   黒 木 康 公

  生 活 ・ 協 働 ・
             若 松 俊 信
  男 女 参 画 課 長

交通・地域安全対策監   坂 元 敏 彦

女性活躍推進室長   藤 本 千佳子

みやざき文化振興課長   加 藤 和 樹

  人権同和対策課長   大 迫 義 彦

 総務部

  総 務 部 長   田 中 克 尚

  危機管理統括監   津 田 君 彦

  総 務 部 次 長
             市 成 典 文

（総務･市町村担当）

  総 務 部 次 長
             塩 田 康 一

（ 財 務 担 当 ）

  危 機 管 理 局 長
             北 薗 武 彦

兼 危 機 管 理 課 長

  総 務 課 長   下 村 昌 彦

  人 事 課 長   田 村 真 一

  行政改革推進室長   松 下 新 一

  財 政 課 長   松 田   隆

  財産総合管理課長   廣 池 修 次

  営 繕 課 長   田 河 眞 司

  設 備 室 長   原 田   徹

  税 務 課 長   鎌 田   正

  市 町 村 課 長   渡 辺 智 裕

総務事務センター課長   児 玉 由紀夫

  消 防 保 安 課 長   中 島 昌 典

 宮崎国スポ・障スポ局

宮崎国スポ・障スポ局長   中 尾 慶一郎

宮崎国スポ・障スポ局次長
             福 崎   寿

（総括）兼総務企画課長

宮崎国スポ・障スポ局次長
             横 山 美 和
  （ 競 技 担 当 ）

  競技・式典課長   橋 倉 篤 寿

  施 設 調 整 課 長   日 髙 清 貴

  障スポ大会課長   池 田 雄 市

競技力向上推進課長   田 中 裕 久

 監査事務局

  事 務 局 長   長 友 修 一

  監 査 第 一 課 長   牧   浩 一

  監 査 第 二 課 長   鈴 木 康 弘

────────────────

事務局職員出席者

  議事課主任主事   増 村 竜 史

  政策調査課主事   枝 村 虎太朗

○内田委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

 まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

 日程案につきましては御覧のとおりでありま

すが、御異議ございませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

 執行部入室のため暫時休憩いたします。

   午前10時２分休憩

   午前10時４分再開

○内田委員長 委員会を再開いたします。
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 本委員会に付託されました議案等について、

総合政策部長の概要説明を求めます。

○大東総合政策部長 議案等の説明に入ります

前に、まず、お礼を申し上げます。

 先月21～22日に行いました国に対する「みや

ざきの提案・要望」につきましては、外山議長

にも御同行いただきまして、誠にありがとうご

ざいました。

 今後も国の令和９年度予算編成に向けまして、

引き続きしっかりと本県の声を国に届けてまい

ります。

 それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す議案等につきまして、概要を御説明いたしま

す。

 お手元の総務政策常任委員会資料２ページの

目次を御覧ください。

 今回、総合政策部からお願いしております議

案は、Ⅰの予算議案といたしまして、議案第

１号「令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第

１号)」、またⅡの特別議案といたしまして、議

案第18号「宮崎県総合計画の変更について」で

ございます。

 次に、Ⅲの報告事項といたしまして、令和

７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書について、

さらにⅣのその他報告事項といたしまして、令

和７年国勢調査（人口速報集計結果）について、

令和７年度の移住実績について、宮崎県中山間

地域振興計画の改定について、ほか６件を報告

させていただきます。

 以上につきましては、後ほど担当課長より御

説明申し上げます。

 それでは、補正予算の概要について御説明い

たします。

 資料の３ページを御覧ください。

 総合政策部の令和８年度６月補正予算案であ

ります。

 表の上の段にあります一般会計の右下の合計

欄の補正額を御覧ください。

 今回お願いしておりますのは、１億2,670万

3,000円の増額補正であります。

これは、私立高校生等の家庭における教育費

負担の軽減を図るための給付金の所要見込額の

増によるものであります。

 続きまして、４ページを御覧ください。

 債務負担行為についてでございます。

 表にあります「行政情報システム全体最適化

推進事業」について、追加をお願いするもので

あります。

これは、庁内各課のシステム運営に必要な

サーバを一元管理しておりますサーバ統合基盤

を更新するためのものであります。

 詳細につきましては、後ほど担当課長から御

説明いたします。

○内田委員長 次に、予算議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○加藤みやざき文化振興課長 当課から今議会

の補正予算案に計上しております奨学のための

給付金について、御説明いたします。

 資料の５ページを御覧ください。

 当課からは、左から３列目の補正額にありま

すとおり、１億2,670万3,000円の増額補正をお

願いしております。補正後の額につきましては、

右から３列目にありますとおり、115億6,048万

円となっております。

 補正の内容については、６ページを御覧くだ

さい。

 （事項）私学振興費、１の私立高等学校等就

学支援金、その下の（１）奨学のための給付金
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でありますが、具体的な内容につきましては、

次の７ページの資料で御説明いたします。

 ７ページを御覧ください。

 補正額１億2,670万3,000円で、本事業の補正

後の予算額は３億8,975万5,000円、財源は国庫

と一般財源が２分の１ずつとなっております。

 この事業では、事業の目的にありますとおり、

私立高校生等が負担する授業料以外の教材費や

学用品費等の教育費につきまして、各家庭の負

担軽減を図るため、従前から給付を行っており

ます。今般、国の制度改正によって、給付対象

範囲の拡充等が行われたことから、新たに給付

対象となった世帯や給付額の引上げがなされた

世帯への給付に必要な経費を計上しております。

 事業の概要につきましては、（１）事業内容

にありますとおり、宮崎県内に住所を有し、お

子さんが私立高等学校等に通う世帯を対象に給

付するもので、保護者等の所得やお子さんの人

数に応じて給付額が定められております。

 資料、中ほどの一覧表を御覧ください。

 縦軸には私立高校等の全日制、通信制、そし

て高校卒業後、さらに専門的な知識や技能を学

ぶための専攻科の、３つの区分を表示しており

ます。そして、横軸は、縦軸で表す区分ごとに、

奨学給付金の対象となる世帯数の見込みと、保

護者等の住民税所得割の額に応じた生徒１人当

たりの給付額を表示しております。

 なお、括弧書きの年収区分は、文部科学省が

モデルケースとして提示しております、両親の

うちどちらか一方が働き、16歳以上の高校生

１人と中学生１人の４人世帯の場合の年収目安

をお示ししております。

 この年収目安は、あくまで標準的な世帯構成

に基づくものでございまして、実際の給付に当

たっては、扶養親族の人数や年齢等、各御家庭

の世帯構成や所得控除の状況に応じて、住民税

の所得割額を基に個別に判定されます。

 この一覧表の赤色の文字でお示ししておりま

す給付額が、今般の制度改正によって給付範囲

が拡充された、すなわち今年度から新たに給付

されることになった所得層の給付額となってお

ります。

 具体的には、全日制と通信制において、住民

税所得割が非課税の世帯の給付額、表中では①、

②でお示ししております額を基準としまして、

住民税所得割が10万5,500円未満の世帯には非課

税世帯の３分の１の額が、住民税所得割が10万

5,500円以上18万2,500円未満の世帯には非課税

世帯の４分の１の額が新たに給付されることと

なりました。

 加えて、専攻科につきましては、青色の文字

でお示ししておりますとおり、住民税所得割が

10万5,500円未満の世帯と、住民税所得割が10万

5,500円以上26万4,500円未満で３子以上の多子

世帯に対して、給付額の引上げが行われており

ます。

 なお、表中の住民税所得割が10万5,500円以上

26万4,500円未満の区分に括弧書きでお示しして

おります年収の目安は、先ほど申し上げました

とおり、４人世帯のモデルケースを想定しての

額となっておりまして、お子様が３人以上いら

っしゃる多子世帯の場合は、扶養控除等の適用

範囲が広がりますことから、世帯年収がこの目

安額を上回る場合であっても、住民税所得割額

が26万4,500円未満であれば、給付対象となる仕

組みとなっております。

 次に、（２）事業の仕組みですが、県から保

護者等に対して直接給付を行う方法と、県から

学校に対して給付を行い、学校側で給付金と保

護者等の負担分を相殺する方法を設けておりま
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す。

 続いて、資料の８ページを御覧ください。

 ここでは、私立高校に通う生徒に対する支援

制度の全体を整理しております。

 支援には、就学支援金による授業料への支援

と、奨学給付金による授業料以外の教育費への

支援の２つがございます。

 グラフの縦軸の下部分が就学支援金、上部分

が奨学給付金となっております。横軸には、住

民税所得割の額ではイメージしづらいと感じま

したので、ここでも、両親のうちどちらか一方

が働き、16歳以上の高校生１人と中学生１人の

４人世帯をモデルケースにして、年収の目安を

お示ししております。

 まず、就学支援金につきましては、国の制度

改正によって年収要件が撤廃され、全ての世帯

に対して給付が行われる、いわゆる高校無償化

が実施されております。奨学給付金につきまし

ては、先ほど御説明しましたとおり、これまで

は給付対象外であった中間所得層に対して給付

範囲が拡充されております。

 次に、９ページを御覧ください。

 ここでは、私立高校の専攻科に通う学生に対

する支援制度の全体を整理しておりまして、先

ほどの私立高校についての説明と同様に、グラ

フの縦軸の下の部分が就学支援金、上部分が奨

学給付金となっております。横軸も同様に、両

親のうちどちらか一方が働き、18歳の専攻科学

生１人と中学生１人の４人世帯をモデルケース

にして、年収の目安をお示ししております。

 専攻科に通う学生への就学支援金につきまし

ては、グラフの左側にお示ししております生活

保護世帯を含む保護者等の年収が270万円未満の

世帯と、グラフの右側にお示ししております年

収380万円以上で３子以上の多子世帯に対しては、

同額が支給されております。

 その間のグラフの中央にお示ししております

年収270万円以上380万円未満の世帯への給付額

につきましては、住民税所得割が非課税の世帯、

すなわち世帯年収270万円未満の世帯への給付額

の２分の１となっております。

 なお、グラフ上で表現し切れておらず大変恐

縮なんですが、年収270万円以上380万円未満の

世帯であっても、３子以上の多子世帯である場

合には、非課税世帯と同額が給付されることと

なっております。

 奨学給付金につきましては、先ほど御説明し

たとおり、これまでも給付されていた保護者等

の年収が270万円以上380万円未満の世帯と、年

収380万円以上600万円未満で３子以上の多子世

帯への給付額が引き上げられております。

○黒木デジタル推進課長 続いて、デジタル推

進課から債務負担行為の追加について御説明い

たします。

 資料は４ページをお開きください。

 表にありますとおり、「行政情報システム全

体最適化推進事業」について、現在運用してお

りますサーバ統合基盤の老朽化に伴い、更新が

必要となりましたため、令和８～16年度の９年

間、事業費41億8,600万円の債務負担行為の追加

をお願いするものであります。

 具体的な内容につきましては、資料10ページ

で御説明したいと思います。

 資料10ページをお願いします。

 本県では、平成26年度からこの基盤の運用を

開始しておりまして、現在、２期目の基盤が稼

働中であります。この現行の基盤が令和９年度

末で更新時期を迎えるため、第３期の基盤構築

に着手しようとするものであります。

 この基盤につきましては、先ほど部長からも
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説明がありましたけれども、庁内の各課が管理

するシステムについて必要なサーバを集約・統

合して運用しているものでありまして、各所属

で個別に調達する場合と比較して、スケールメ

リット等により調達コストの低減や運用の効率

化など、大幅な経費削減を実現しているもので

あります。

 資料の右側、中ほどにイメージ図を示してお

ります。次の基盤では、従来方式である庁内の

ネットワーク上の基盤に加え、インターネット

上にあるクラウド基盤と組み合わせた構成を採

用する予定としております。

 システムの特性により、重要度や規模に応じ

て、従来方式またはクラウドを振り分けて運用

することで、さらなる効率化と柔軟な拡張性を

実現したいと考えております。

 （３）のスケジュールについてですけれども、

今年度、事業者を決定し、機器類の手配を開始

いたしまして、令和９年度中に基盤の構築を行

い、各所属のシステムを現行基盤から新しい基

盤へ順次移行した上で、令和10年４月より運用

を開始する計画としております。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 予算議案について質疑はありませんか。

○重松委員 サーバ統合基盤運営費について、

資料のイメージ図でシステムＡ、システムＢは

従来のサーバ統合基盤にあり、システムＣ、シ

ステムＤがこのクラウドを利用するということ

で説明をいただきました。

 このクラウドと、システムＡ、システムＢを

分ける理由について、もう少し詳しく教えてい

ただけるとありがたいです。

○黒木デジタル推進課長 サーバ統合基盤につ

きましては、庁内のネットワークとクラウドで

分けることとしておりますが、クラウドにでき

ないシステムがあります。例えば、機密情報を

扱うシステムであるとか、大規模なシステムに

ついてはネットワーク上の負荷が非常にかかり

ますので、こういったものについては県庁のネ

ットワーク上に置いたほうが効率がいいと考え

ております。

 例えばそれ以外の、ホームページのような通

信量が比較的軽く、クラウドになじむシステム

については、クラウド上に置くことを考えてお

ります。

○重松委員 ありがとうございます。よく分か

りました。

 このクラウドに関しては、セキュリティーの

問題は特に心配はないんでしょうか。

○黒木デジタル推進課長 クラウドに関しても、

セキュリティー上の対策について十分に対応で

きるものを採用したいと考えております。

○内田委員長 ほかにないですか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 次に、特別議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いします。

○前田総合政策課長 委員会資料の11ページを

御覧ください。

 議案第18号「宮崎県総合計画の変更について」

でございます。

 この内容につきましては、４月の本委員会に

おきまして、一度、御説明をさせていただいて

おりますけれども、今回、議案として提出しま

すことから、改めて御説明するものでございま

す。

 まず、１の趣旨ですけれども、現行の宮崎県

総合計画2023は、令和22年を展望した長期ビジ

ョンの部分と、４年間の実行計画となるアクシ
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ョンプランの２部構成となっております。アク

ションプランにつきまして、今年度で計画期間

が終了しますことから、来年度、新たに策定す

る必要がございます。今回は、その前段の長期

ビジョンの部分につきまして、新型コロナの収

束ですとか、あるいは人口減少の加速といった

社会情勢の変化を踏まえまして、言わば時点修

正を行うものでございます。

 次のページを御覧ください。

 改定手続と改定の経過でございますが、これ

まで本委員会において御審議いただきましたほ

か、総合計画審議会での審議あるいは各市町村、

若者・女性との意見交換などを行ってまいりま

した。

 次のページを御覧ください。

 長期ビジョンの案の概要ですけれども、右側

の朱書の部分が今回の改定部分となっておりま

す。

 まず、上段の「時代の潮流と宮崎県」につき

ましては、現行ビジョンの５つの潮流を更新し

ますとともに、３の「経済・産業を取り巻く環

境の変化」を新たに追加いたしました。

 また、中ほどになりますが、基本理念の「安

心と希望の未来への展望」について、今後、人

口減少がますます進む中にあり、人と人とのつ

ながりがこれまで以上に大事になってくるとい

う認識がありますことから、「共に」という表

現を加えております。

 これらを踏まえまして、下段の将来像、人、

くらし、産業の各部分につきまして、それぞれ

「共生」、「共創」、「共栄」という言葉を加

えて、今後の方向性についても将来像に合わせ

て、改めて整理をし直しております。

 最後に、５の今後の予定ですけれども、今回

の長期ビジョンの改定後、記載のとおり新たな

アクションプランの策定を進めてまいります。

 なお、別冊としまして長期ビジョン（案）の

本文をお配りしておりますので、後ほど御覧い

ただければと思います。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 特別議案について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、次に報告事項に関す

る説明を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○前田総合政策課長 委員会資料14ページを御

覧ください。

 Ⅲの報告事項、令和７年度宮崎県繰越明許費

繰越計算書についてでございます。

 これは令和７年度から本年度への繰越額が確

定いたしましたことから、今回、御報告を行う

ものでございます。

 総合政策部では、表にありますとおり、１段

目の「トラックドライバー確保・定着支援事業」

から、一番下段の「私立学校生徒寮食緊急支援

事業」の６事業、繰越額は合計で３億375万

2,000円となっております。

 繰越しの理由といたしましては、表の右側に

ございますが、国の補正予算の関係によりまし

て、事業実施期間が不足することによるもので

ございます。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 報告事項について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○芝吹統計調査課長 令和７年国勢調査（人口
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速報集計結果）について御説明いたします。

 資料の15ページを御覧ください。

 まず、１の人口についてでございます。

 令和７年10月１日現在の本県の人口は101万

8,904人で、５年前の調査結果と比べますと、

５万672人、率にして4.7％減少しております。

 本県の人口は、平成７年の117万5,819人を

ピークに減少が続いており、減少率も拡大して

いる状況でございます。

 資料の16ページを御覧ください。

 地域別人口についてでございます。

 図２─１を御覧ください。

 国勢調査は５年ごとに行われますので、その

５年間の増減率を地域別に棒グラフにして示し

たものでございます。

 左から古い順に並んでおりまして、最新の令

和２～７年の増減率が、各地域の一番右側に、

黒い棒グラフで示してあります。

 これによりますと、前回の、平成27年から令

和２年の増減率に引き続いて、今回も全ての地

域で減少している状況でございます。

 続いて、資料の17ページを御覧ください。

 図２─２でございます。

 これは、県人口に占める地域別人口の割合と、

その推移について示したものですけれども、一

番下の令和７年のところを御覧いただきますと、

宮崎・東諸県地域が県全体の約４割を占めてお

ります。グラフ全体を見ていただきますと、こ

の宮崎・東諸県地域と北諸県地域の占める割合

が増加して、その他の地域では減少が続いてい

る状況でございます。

 資料の18ページを御覧ください。

 ３の市町村別人口についてでございます。

 図３─１を御覧ください。

 これは、県内の市町村を人口の多い順に並べ

て示したものですが、最も人口が多いのは宮崎

市の38万9,799人で、次いで都城市、延岡市の順

となっております。

 一方、人口が最も少ないのは西米良村の893人

で、次いで諸塚村、椎葉村の順となっておりま

す。

 資料の19ページ、図３─２を御覧ください。

 これは、市町村別の人口の増減率を平成27年

から令和２年、令和２年から令和７年でグラフ

化したものでございます。各市町村の右側の黒

い棒グラフが今回、令和２年から令和７年の結

果でございます。

 今回、全ての市町村において人口が減少して

おります。グラフの下に市町村名が書いてあり

ますけれども、左側に位置しております三股町

と宮崎市につきましては、前回は増加だったん

ですが、今回から減少に転じております。

 資料の20ページを御覧ください。

 本県の世帯数でございます。本県の世帯数は

46万8,703世帯で、前回の調査結果と比べますと、

1,352世帯、率にして0.3％減少しており、大正

９年の第１回調査以来、初の減少となっており

ます。

 また、１世帯当たりの人員は減少が続いてお

りまして、今回の調査では、過去最少の2.17人

となっております。

 調査結果の詳細につきましては、別冊の資料

１、令和７年国勢調査の人口速報結果の概要に

掲載しておりますので、後ほど御覧いただけれ

ばと思います。

 なお、人口等の確報結果につきましては、本

年９月に公表される予定となっております。

○宮崎中山間・地域政策課長 委員会資料の21

ページを御覧ください。

 令和７年度の移住実績について御説明します。
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 １の移住実績については、県及び市町村が相

談窓口の利用や移住関連イベントの来場者など、

移住施策により把握した移住世帯となりますが、

世帯数と人数の両方の統計を取り始めた平成27

年度以降の推移をお示ししています。グラフの

青色が移住世帯、オレンジ色が移住者の数とな

っております。

 令和７年度の県全体の実績は、グラフの一番

右側にありますとおり、世帯数が1,284世帯、人

数が2,229人であり、平成27年度から増加傾向に

ありましたが、令和５年度をピークに減少して

いるところでございます。

 前年度からの減少の要因につきましては、都

城市において、令和５年度に市独自の給付金制

度の導入により、移住世帯が大幅に増加してお

りますが、令和６年度から制度の見直しによる

減少が生じており、その影響が継続しているこ

となどによるものと考えております。

 なお、下の米印に記載しているとおり、本県

では移住の定義を「本人（家族）の意思に基づ

き、定住することを目的に、県外から県内に生

活の拠点を移すこと」としており、勤務先の都

合による転勤や進学による転入は除いておりま

す。

 次に、22ページを御覧ください。

 移住実績の年代別内訳と、移住前居住地の地

域別内訳をグラフで示しております。

 左側の円グラフ、年代別での移住世帯数は20

代が409世帯と最も多く、次いで30代の374世帯、

40代の204世帯となっております。

 右側の円グラフになりますが、地域別での移

住世帯数は、九州・沖縄地方からの移住が489世

帯と最も多く、次いで関東地方の390世帯、近畿

地方の211世帯となっており、九州・沖縄地方の

内訳は、多いほうから福岡県、次いで鹿児島県、

熊本県の順となっております。

 次に、23ページを御覧ください。

 移住世帯の市町村別の一覧表を記載しており

ます。太枠の令和７年度の欄を御覧ください。

 都城市が572世帯と最も多く、次いで宮崎市の

335世帯、延岡市の132世帯となっております。

 令和６年度実績からの増減理由について、市

町村の担当者に聞き取りを行いましたところ、

増加の理由は、移住者の住まいにつながる空き

家の掘り起こしが進んだこと、令和７年度より

拡充した若者世代向け移住支援金が利用された

ことなど、減少の理由は、仕事や住居のマッチ

ングがうまくいかなかったことなどが影響して

いるとのことであります。

 以上が令和７年度の移住実績となりますが、

今後とも本県の魅力を効果的に発信し、関係人

口の創出を図るとともに、市町村と連携し移住

の促進に取り組んでまいります。

 続きまして、24ページを御覧ください。

 宮崎県中山間地域振興計画の改定について御

説明します。

 １の改定の趣旨ですが、中山間地域振興計画

につきましては、目指す将来像を「人口減少化

においても、将来にわたって安心して住み続け

られる中山間地域」とし、右側の図にあります

とおり、ひと・生活・しごとを計画の柱に据え、

中山間地域の振興を総合的かつ計画的に推進し

ているところでありますが、現行計画が令和

８年度をもって終期を迎えますことから、改定

を行うものであります。

 改定に当たりましては、社会情勢の変化や県

総合計画の見直しなどを踏まえ、次の４年間に

取り組むべき施策を整理・検討していくことと

しております。

 25ページを御覧ください。



令和８年６月17日(水)

- 10 -

 ２の計画の概要等については、（１）にあり

ますとおり、計画期間を令和９～12年度の４年

間としたいと考えております。

 また、計画の改定に当たっては、（２）にあ

りますとおり、集落の代表者等へアンケート調

査を実施するとともに、県内７地域に設置する

中山間地域振興協議会において、地域住民や市

町村の皆様と意見交換を行い、幅広い視点から

次期計画の内容を検討してまいりたいと考えて

おります。

 次に、３の計画改定のスケジュールですが、

随時、御報告しながら改定案を作成し、来年

６月の県議会定例会に議案として提出する予定

としております。

 最後に、26ページを御覧ください。

 計画の対象となる中山間地域振興条例に規定

する中山間地域を示した資料となりますので、

参考に御覧ください。

○西野産業政策課長 委員会資料の27ページを

お願いいたします。

 本県とインドネシア政府等との連携合意につ

いて御説明いたします。

 まず、１の概要ですが、本県産業の維持・活

性化に向け、外国人材を安定的に確保するため、

インドネシア共和国労働省、移住労働者保護省

及びインドネシア送出機関協会（ＡＰ２ＬＮ）

と、インドネシアのジャカルタにおいて連携合

意書等を締結いたしました。

 連携合意書等締結日は、２にありますとおり、

令和８年５月12日です。

 次に、３の連携の相手方及び合意内容です。

 （１）についてですが、労働省とは知事と事

務次官が、ＡＰ２ＬＮとは知事と協会会長がそ

れぞれ連携合意書に署名し、締結に至りました。

 連携合意の主な内容といたしましては、技能

実習生等の育成、送り出し及び受入れの効果的

な促進や定期的な情報交換、インドネシアにお

ける人材育成プログラムの充実、宮崎県におけ

る日本語、日本の文化及びビジネスマナーに関

する教育の実施などであります。

 いずれの相手方とも同様の内容にて締結いた

しましたが、インドネシア人技能実習生の育

成・送り出しを所管し、労働政策全般を担う労

働省と、実際に技能実習生等の人材を送り出す

実務を担う送出機関を取りまとめる協会のそれ

ぞれと締結することにより、より実効性のある

連携合意となったと考えております。

 （２）については、移住労働者保護省と今後

の連携合意締結を見据えた意見交換を行い、協

議書面を作成し、その場で知事と大臣が署名し、

双方の意思確認を行ってまいりました。

 意見交換の主な内容としては、宮崎県におい

て必要とする職種等に関する定期的な情報共有、

インドネシア人特定技能労働者の円滑な送り出

し及び受入れなどであります。

 移住労働者保護省は、海外で就労するインド

ネシア人の保護を目的とし、特定技能労働者等

を所管している政府機関であります。

 現在、インドネシア政府と日本政府との特定

技能に関する二国間協定の更新時期を迎えてい

ることから、今回のタイミングでは連携合意書

締結まで至らなかったものですが、更新後に合

意に関する手続を進める意向を確認できたとこ

ろです。

 次のページお願いします。

 ４の期待される効果です。主に３つの効果を

期待しております。

 まず、（１）適正な教育を受けた人材の確保

についてです。

 今回の合意内容に、インドネシア労働省が所
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管する職業訓練校において、宮崎県で就労する

に当たり必要となる技能を事前に習得できる人

材育成プログラムを構築することを掲げている

ため、今後、中長期的には、即戦力として活躍

できる人材の受入れが期待できます。

 また、日本語能力試験Ｎ４相当─これは基

本的な日本語を理解することのできるレベルと

されておりますけれども、これを習得できる質

の高い教育を実施している送出機関と連携する

ことにより、入国後速やかに業務に集中できる

人材の確保が期待できます。

 次に、（２）日本の制度や文化・慣習を理解

した人材の受入れについてです。

 技能実習や特定技能制度における在留期間、

それから就労可能な職種等、日本国内の制度を

事前に理解する教育を実施することで、入国後

のミスマッチの防止につながります。

 また、時間厳守、報連相の実施、チームでの

協働、ごみの分別、地域行事など、日本で就労

するに当たり必要とされる文化・慣習を事前に

教育することで、入国後、社員や近隣住民等と

起こり得るトラブルを未然に防止することも期

待できます。

 次に、（３）受入れ人材に係る情報共有体制

の確立についてです。

 今回の合意により、人材が入国した後も、イ

ンドネシア政府や送出機関と情報共有を図り、

不測の事態が発生した場合には、速やかに連携

を取れる体制を確立することを目指しています。

 送出機関によっては、人材を送り出した後は

監理団体や受入れ企業任せというところもある

中、今回の合意により、最後まで送り出した人

材に責任を持つ機関から人材を受け入れられる

よう、情報共有を図ってまいりたいと考えてお

ります。

 次に、５の今後の取組・展開についてです。

 インドネシア国内の職業訓練機関や送出機関

等との連携体制を構築し、技能実習生の受入れ

や指導・監査等を行う監理団体、特定技能労働

者の在留管理や支援を行う登録支援機関、外国

人材の紹介を行う会社等とつなぐことで、本県

が求める質の高い人材の受入れにつなげたいと

考えております。

 具体的には、令和８年度新規事業として、イ

ンドネシア送出機関等に県内企業を５～10社程

度連れていき、現地でＰＲを行うほか、本県で

の県内企業と関係機関のマッチング会を計２回

程度開催し、外国人材の円滑な受入れ・定着に

向けて顔の見える関係を構築していきます。

 今回の連携合意書締結を皮切りに、昨年度開

所した外国人材受入・定着支援センターを核と

しながら、各種取組を展開していくことで、よ

り質の高い外国人材の確保・定着を図り、本県

産業の維持・活性化につなげてまいります。

○若松生活・協働・男女参画課長 資料の29

ページをお開きください。

 宮崎県消費者基本計画の策定について御説明

いたします。

 初めに、１の策定の趣旨ですが、県では、平

成27年に宮崎県消費者教育推進計画を策定し、

消費者教育をはじめとする各種消費者施策に取

り組んでまいりましたが、近年、高齢化の進行

やデジタル化の進展等により、消費者トラブル

が複雑化・多様化しております。

 こうした消費者を取り巻く環境の変化や新た

な課題等に対応した施策を総合的かつ計画的に

推進するため、従来の消費者教育推進計画を継

承・包含し、消費者被害の防止等に関する具体

的取組を盛り込み、宮崎県消費者基本計画とし

て改定するものでございます。
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 策定の経過につきましては、昨年６月の常任

委員会で策定着手について、９月に骨子案、令

和８年３月に素案について報告し、その後、パ

ブリックコメントや宮崎県消費生活対策審議会

などを経たところであり、本常任委員会で報告

した後、公表してまいりたいと考えております。

 ２の計画の概要について御説明いたします。

 本計画は、宮崎県民の消費生活の安定及び向

上に関する条例に基づく計画であると同時に、

消費者教育の推進に関する法律に基づく都道府

県消費者教育推進計画であり、計画の期間は令

和８～12年度の５年間であります。

 本計画の目指す姿は、「県民が安心して豊か

な消費生活を営むことができる社会」でござい

ます。

 30ページを御覧ください。

 本県の消費生活を取り巻く現状と課題です。

 まず、１の消費者を取り巻く環境の変化です

が、高齢化の進行、デジタル化や電子商取引の

急速な拡大により、消費者トラブルが複雑化、

多様化しております。

 次に、２の本県における消費生活相談の現状

ですが、県におきましては、宮崎市、都城市、

延岡市の３か所に消費生活センターを設置し、

市町村におきましては、県内７地域８か所に消

費生活センター等を共同で設置しております。

 県内の相談件数は年間約１万件で、そのうち

市町村で受け付けた割合は、市町村窓口の共同

化以降、増加しておりまして、近年は約５割で

推移しております。

 次に、３の消費生活に関する県民の意識です

が、消費者トラブルの経験者は21.7％で、前回

の調査から15.7ポイント増加しております。

 これらの現状等を踏まえ、今後取り組むべき

主な課題としまして、消費者トラブルの未然防

止、地域の見守り体制の構築、相談体制の充実

強化、消費者教育の推進・担い手の確保、持続

可能な社会の実現の５つを掲げ、３つの基本方

針を立て、展開する具体的取組を定めておりま

す。

 各基本方針について御説明いたします。

 中段左の基本方針１の安全で安心な消費生活

の確保です。

 商品・サービスなどに関する消費者の安全・

安心の推進や、法令に基づく事業者に対する指

導強化に取り組むとともに、消費者トラブルが

深刻化しやすい高齢者等への見守り活動などを

推進してまいります。

 次に、基本方針２の消費者被害の防止と救済

です。

 消費生活相談の複雑化・多様化に対応できる

よう、県と市町村の役割分担の方向性を示し、

県消費生活センターは中核センターとしての機

能を強化するとともに、市町村については、住

民に身近な相談窓口としての相談体制の充実強

化を支援することで、県全体の消費者問題解決

力の強化を図ってまいります。

 次に、基本方針３の自ら考え行動する消費者

の育成です。

 幼児期から高齢期まで、ライフステージに応

じた消費者教育を推進するとともに、消費者教

育を行う担い手の確保・育成を図ることなどに

取り組んでまいります。

 左下の推進体制と進行管理です。

 国や市町村、警察、教育委員会などとの緊密

な連携により計画を推進し、毎年度、施策の実

施状況を宮崎県消費生活対策審議会に報告する

とともに、県ホームページで公表してまいりま

す。

 最後に、評価指標についてです。
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計画では11項目の評価指標を設定しておりま

すが、資料には主なものを掲載させていただい

ております。

 計画全体の指標として、「表示や説明を十分

確認し、その内容を理解したうえで商品やサー

ビスを選択することを心がけている人の割合」

を掲げており、現状では68.1％でありますが、

令和12年度までに80％を目指してまいります。

 これらの項目を指標としながら、本計画に定

める具体的取組を着実に実施し、「安心して豊

かな消費生活を営むことができる宮崎県」の実

現を目指してまいります。

 なお、詳細につきましては、別冊資料を後ほ

ど御覧いただきますようお願いいたします。

○坂元交通・地域安全対策監 委員会資料の31

ページをお開きください。

 第12次宮崎県交通安全計画の策定について御

説明いたします。

 まず、１の策定の趣旨についてであります。

 本計画は、人命尊重の理念の下に、交通事故

のない社会を目指し、諸施策を強力に推進して

いくために策定する都道府県交通安全計画につ

いて、現行の第11次計画の終期が令和７年度末

であることから、国の基本計画に基づき、第12

次計画を策定するものであります。

 策定の経過については、昨年11月の国の中間

案公表を受け、計画策定に着手し、本年３月に

当委員会に素案を報告しました。その後、パブ

リックコメントや５月の県交通安全対策会議な

どを経たところであり、本常任委員会で報告し

た後、策定・公表してまいりたいと考えており

ます。

 ２の計画の概要についてです。

 計画の位置づけでありますが、本計画は、交

通安全対策基本法第25条第１項の規定に基づき、

本県の交通安全に関する長期的な施策の大綱を

定めるもので、計画期間は令和８～12年度の

５年間です。

 また、基本理念としては、「人優先」の交通

安全思想を基本とし、少子高齢化の進展等によ

る社会情勢の変化を踏まえ、交通事故を構成す

る人・交通機関・交通環境の三要素に対する各

種施策を推進することにより、交通事故のない

社会を目指すこととしております。

 32ページをお開きください。

 第１章の道路交通の安全についてであります。

 まず、（１）の交通事故の現状について御説

明します。

 右上のグラフを御覧ください。

 本県の人身事故発生件数は、棒グラフで示し

ていますように、減少傾向にあり、令和７年は

2,477件で、第11次計画の目標である5,200件以

下を達成しております。

 一方で、折れ線グラフで示しています死者数

は30人台で推移しており、令和７年は34人と、

目標の31人以下を達成できず、引き続き危機感

を持って交通安全対策に取り組む必要がありま

す。

 次に、（２）の本県における交通事故の特徴

としまして、次の３点を挙げております。

 ①交通事故死者の年代別では65歳以上の高齢

者が約６割を占めていること。②交通事故の発

生原因別では、脇見等による事故が約７割を占

めていること。③自転車が関与する死亡・重傷

事故のうち、約７割には自転車側の法令違反が

認められることです。

 （３）交通安全計画における目標につきまし

ては、先ほど説明した交通事故の現状等を踏ま

え、令和12年までに、年間の24時間以内死者数

を29人以下、重傷者数を223人以下としておりま
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す。

 続いて、（４）重視すべき視点について御説

明します。

 第12次計画では、高齢者、子供、歩行者や自

転車の安全確保等に加え、新たに特定小型原動

機付自転車と外国人の交通安全対策に関する視

点を追加しております。

 これらを踏まえた（５）の講じようとする施

策について、主なものを御説明します。

 まず、①の道路交通環境の整備としまして、

人優先の道路交通環境の整備を図るほか、今年

９月から生活道路の法定速度が時速30キロに引

き下げられることから、制度の円滑な施行等を

図ってまいります。

 ②の交通安全思想の普及徹底としまして、幼

児から高齢者までの交通安全教育の推進、自転

車や特定小型原動機付自転車等の安全利用及び

ヘルメットの着用推進、在留・訪日外国人への

教育の推進等に取り組んでまいります。

 ③の安全運転の確保としまして、高齢者講習

や認知機能検査など、高齢運転者の交通事故防

止対策等を実施します。

 ④の車両の安全性の確保としまして、安全運

転を支援する先進安全自動車の普及促進等に努

めます。

 ⑤の道路交通秩序の維持としまして、事故に

直結する悪質な違反及び自転車への交通反則通

告制度の導入を踏まえた交通取締り等を推進し

ます。

 そのほかにも、⑥の救助・救急活動の充実、

⑦の被害者等支援の充実と推進、⑧の官民の

データを用いた調査研究の推進を進めてまいり

ます。

 以上、８つの柱により道路交通安全対策を実

施してまいります。

 次に、第２章の鉄道及び踏切道における交通

の安全についてであります。

 （１）の鉄道事故と踏切事故の現状について

です。令和７年は３件の踏切事故により、死者

数が３人となっております。

 （２）目標としましては、第11次計画に引き

続き、乗客の死者数ゼロの継続及び運転事故全

体の死者数減少などとし、効果的な対策の推進

を目指してまいります。

 （３）講じようとする施策につきまして、鉄

道は、鉄道交通環境の整備や鉄道の安全な運行

の確保、踏切道は、踏切道の立体交差化や踏切

道の統廃合の促進などの施策を講じてまいりま

す。

 今後も本計画を軸に、県警をはじめとする関

係機関と連携し、交通安全対策を実施してまい

ります。

 詳細につきましては、お手元の別冊資料を後

ほど御覧いただきますようお願いします。

○藤本女性活躍推進室長 第５次みやざき男女

共同参画プランの策定について御説明いたしま

す。

 資料の33ページを御覧ください。

 まず、１の策定の趣旨ですが、現行の第４次

プランの計画期間は令和４年度からの５年間で

あり、今年度終期を迎えますことから、新たな

計画の策定が必要となっております。このため、

本年３月に策定されました国の第６次男女共同

参画基本計画や、昨年度に県が実施しました男

女共同参画社会づくりのための県民意識調査の

結果等を勘案し、新たなプランの策定を行うも

のであります。

 次に、２の新たな計画の概要につきましては、

（１）計画期間は令和９～13年度の５年間、

（２）計画の性格と役割は、男女共同参画基本
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法に基づく本県の男女共同参画計画として策定

し、本県における男女共同参画推進の基本的な

考え方や具体的施策を示すこととしております。

 また、第４次プランと同様に、女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律、いわゆる

女性活躍推進法に基づく推進計画を盛り込み、

一体として策定することとしております。

 資料34ページを御覧ください。

 （３）基本理念ですが、宮崎県男女共同参画

推進条例に掲げる６項目の基本理念の下、男女

が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合

い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十

分に発揮することができる男女共同参画社会の

実現を目指すものであります。

 次に、３の策定スケジュールにつきましては、

審議会や庁内の推進会議での意見聴取や検討を

行いまして、９月議会定例会で体系案を、また

11月定例会で計画案を御報告し、その後、パブ

リックコメントを経て、２月定例会に議案とし

て提出させていただき、議決後に公表すること

としております。

○加藤みやざき文化振興課長 みやざき文化振

興計画の改定について御説明いたします。

 委員会資料の35ページを御覧ください。

 まず、１の改定の趣旨でございますが、令和

５年に策定した現計画の計画期間が令和８年度

までであることから、その下に記載しておりま

す国スポ・障スポの開催や神楽のユネスコ無形

文化遺産登録への動き、少子高齢化等に伴う文

化の担い手不足、デジタル技術の進化等による

創造・鑑賞形態の多様化、文化を通じた地域の

活性化及び地域課題の解決などの、文化を取り

巻く昨今の状況等を踏まえまして、計画を見直

すこととしております。

 次に、２の現計画の概要であります。

 （１）計画の位置づけでございますが、宮崎

県文化振興条例上で規定しております文化の振

興等に関する基本的な計画として策定し、文化

芸術基本法及び障害者による文化芸術活動の推

進に関する法律に規定する、地方公共団体が定

める計画として位置づけております。

 （２）基本目標を「一人ひとりの文化がつな

がり広がるみやざきを目指して」としており、

次のページになりますが、（３）目指す姿に、

「県民誰もが文化に親しみ、身近に感じること

ができるみやざき」など４つの姿を、（４）重

点を置く視点としまして、文化の裾野の拡大と、

様々な分野との連携の推進を掲げております。

 最後に、３の改定のスケジュールでございま

すが、市町村や文化団体等へのヒアリングのほ

か、有識者等で構成する「みやざきの文化を考

える懇談会」での御意見を伺いながら、内容の

検討を重ね、パブリックコメントを経まして、

来年６月の当委員会に最終案を御報告させてい

ただく予定としております。

○大迫人権同和対策課長 委員会資料の37ペー

ジを御覧ください。

 第２次宮崎県犯罪被害者等支援基本計画の策

定について御説明します。

 まず、１の策定の趣旨です。

 令和４年４月に策定した現計画が令和８年度

末に計画期間の満了を迎えることから、これま

での取組を踏まえ、犯罪被害者等支援に関する

施策をより一層推進するため、新たに第２次計

画を策定するものです。

 次に、２の現計画の概要ですが、（１）位置

づけとしては、犯罪被害者等基本法において地

方公共団体の責務について定められた第５条及

び宮崎県犯罪被害者等支援条例において基本計

画について定めた第９条に基づき、本県の犯罪



令和８年６月17日(水)

- 16 -

被害者等支援を総合的かつ計画的に推進するた

めに定めるものです。

 （２）計画期間は、令和４～８年度の５年間

です。

 （３）基本方針は、条例３条に定める基本理

念にのっとり、資料記載のとおり、個々の尊厳

の尊重など４つの方針を掲げております。

 資料38ページを御覧ください。

 （４）重点課題として、表の左側、①から④

のとおり、犯罪被害者等支援のための体制整備

などの４点を掲げ、課題ごとに位置づけられた

基本的施策を推進することとしております。

 最後に、３、策定のスケジュールですが、庁

内連絡会議や有識者懇談会、パブリックコメン

トでの御意見を伺いながら、策定作業を進める

こととしており、当常任委員会においては、12

月に素案報告、３月に策定報告を行う予定とし

ております。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 その他報告事項については、項目がたくさん

ありますが、質問の際に、関連質問も求めます

ので、スムーズに対応いただければと思います。

 それでは、その他報告事項について質疑はあ

りませんか。

○中野委員 資料16ページの国勢調査の表に関

してお尋ねしたいと思います。

 宮崎・東諸県の人口推移が初めてマイナ

ス３％になりました。今までずっと増加であっ

たのに、なぜマイナスになったのかを教えてく

ださい。

○芝吹統計調査課長 宮崎・東諸県地域とはな

っていますが、人口が多いのは宮崎市となりま

す。今回、全市町村に言えることなんですが、

出生数と死亡数を比べたときに、どうしても死

亡数のほうが大きく上回っている状況がありま

す。人口の増減を見てみますと、宮崎市に関し

ても自然減のほうがかなり大きくなってきてい

るというところが直接の大きな要因かと考えて

おります。

○中野委員 この表は、約半世紀の45年間の推

移を表していますよね。

北諸県地域は過去、増減を繰り返して、ここ

に来て、マイナス0.5ということで、この５年間、

限りなく人口減に歯止めがかかっています。最

近の統計では、増える傾向にあるんですよね。

そのあたりをどのように捉えられているか、そ

の理由も含めて教えてください。

○芝吹統計調査課長 北諸県地域については、

基本的に都城市の人口になるかと思います。都

城市に関しても自然減の部分はあり、また、最

近は社会減になってきているんですが、移住施

策の充実など、都城市独自の施策を取っている

関係で─国勢調査の数字ではないんですが、

現住、人口調査という別の調査をやっておりま

して、それでいきますと、都城市は令和４～

７年と社会増、つまり転入者のほうが多いとい

う状況が続いております。そのことが、人口増

減が限りなくゼロに近いという状況になってい

るのだと思います。

○中野委員 北諸県地域で人口が僅かずつ減少

していたものが、ストップがかかりつつある、

その根源的理由というのは何ですか。

○芝吹統計調査課長 先ほど申し上げましたと

おり、転入者と転出者を比べたときに、都城市

に関しては、転入者のほうが多いというところ

だと思います。

○中野委員 転入者が多い理由は何なのかと聞

いているんです。

○芝吹統計調査課長 先ほどの移住関係の数字

が大きかったところもありますけれども、そう
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いう都城市独自の施策などが要因かと思います。

○中野委員 この表を見る限りでは、県都であ

る宮崎市が今回マイナス３％となっており、都

城市以上に人口が減少している。都城市は、こ

れ以上に人口が減少したことは過去ないでしょ

う。今後、５年ごとの国勢調査の中で、これま

で人口が大きく減少したことのなかった宮崎市

が、これ以上に減少する可能性があるんじゃな

いかと思っています。しかし、都城市は、この

半世紀、今回の宮崎市以上には人口は減少して

いません。その理由が宮崎県にとって非常にモ

デルとなるところだと思うんです。

私は、都城市は宮崎市以上に産業基盤がしっ

かりしているのではないかと思っています。例

えば、製造品出荷額等は県内一位であり、宮崎

市、延岡市よりも多い状況です。

宮崎県が人口100万人を下回ることを、ただ指

をくわえて見ているわけにはいかないと思うん

です。私は、100万人を下回らないようにすべき

だと、10年前から言ってきたつもりです。

だから、そのモデルが県内にもあったと、そ

れが都城市だと思っています。農業や林業など

第１次産業の基盤が大きく、その上に加工をは

じめとする製造業もあります。その製造品出荷

額等が非常に大きく、いつの間にか宮崎市を上

回り、工都延岡と言われ、昭和39年に新産業都

市に指定された延岡市も追い越しているでしょ

う。

だから、そうした状況が必然的になったのか、

それとも北諸県地域が努力された結果なのか、

あるいは地理的にそういう要素があったのか、

これは、宮崎県の人口を維持する上で非常に参

考になると思います。

全国を見ても、人口が集中している地域は沿

岸部が多く、内陸部でそういう例はあまりない

と思います。だから、内陸部である都城市が、

なぜこれほど人口減少を抑え、人口増加に転じ

る可能性もあるという、その根源的理由は、県

の施策もあったかもしれませんが、都城市自身

の位置づけも含めて、様々な施策がしっかりと

されていたのではないかと思います。

 一方で、宮崎市は、この東諸県地域を含め、

この５年間で３％も人口が減少しています。先

ほどの説明では、今後さらに減少していく可能

性が推定されますので、それ以上に減少したこ

とのない都城市は、大いに参考になると思うん

です。先ほど私が、製造品出荷額等が非常に高

いということを言いましたが、そればかりでは

ないと思うんです。

だから、なぜこういう都城市のような例があ

るのか、県としても注目してもらいたい。県内

全体が都城市のようになれれば、人口は減少し

ていないはずです。

シミュレーションで、人口が減るのは当然だ

と思えば、政策は要らないですからね。私が10

年ほど前に総務政策常任委員会の委員を務めて

いたときに、限りなく人口は減少していくとい

うシミュレーションがここで説明されました。

人口が100万人を下回ったときのショックとい

うものは大きいですよ。メディアでも大きくセ

ンセーショナルに報道され、行政が責任を取ら

ないといけないぐらいの報道もあるかもしれま

せん。

 そのときのショックを和らげるためには、人

口減少対策に本腰を入れて取り組まないと。日

本全体の人口が減少するから、宮崎県の人口も

減少し、シミュレーションどおりだったと、そ

れはどうなのかと思います。

このグラフを見て、私は、都城市の事例は大

変重要であり、都城市を見習い、研究しないと
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いけないと思いました。私が言った点だけでな

く、様々な要因を整理して分析してほしいと思

います。

○内田委員長 国勢調査に関するところで、北

諸県地域の、特に都城市の政策の話にもなって

いますので、統計調査課長では答弁が難しいか

と思います。部長が答弁いただけるなら、よろ

しくお願いします。

○大東総合政策部長 都城地域の人口の推移に

つきましては、近年の移住政策も大きく寄与し

ているとは思いますけれども、従来、都城地域

においては、非常に豊富な農産物や、それを生

かした食品産業が大きく集積していますし、そ

れが大きく伸びているというところもございま

す。

 さらに、高速道路などのハード整備に伴って、

様々な工業団地や倉庫なども次々に集積してい

るといったところが非常に大きな効果になって

いると思います。これはもちろん都城市の努力

もございますし、県としましても、フードビジ

ネスを推進してきたことが功を奏している部分

もあろうかと思います。

 委員がおっしゃるようなモデルにして、これ

からの人口減少社会において、いかに適応して

いくか、いかに緩和していくかというところで、

こういった産業政策と組み合わせて、人口の維

持や、減少に歯止めをかけるといったような取

組を今後もしっかりと取り組んでまいりたいと

思います。

○中野委員 確かに、ふるさと納税の還元措置

として移住政策を大々的に取り入れられたとい

うことで、最近は人口がどんどん増え始めたと

いうことが新聞等でも取り上げられていたので、

私も驚いて、都城地域に特化して私なりにいろ

いろ調べたんです。

 以前は人口が増えていましたが、５年ごとの

推移を見たら、最近も人口が減っていない。な

ぜなんだろうかと、ふるさと納税や移住政策だ

けじゃないものがあると思ったんです。それで、

製造業の出荷額云々もあるんじゃないかと思っ

て、調べたら県内一位だったから、そのことも

含めて、いろいろな政策がマッチしていると思

うんです。だから、いい例があると思って言っ

ているんです。

○内田委員長 ほか、関連でありますか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、別の項目であります

か。

○荒神委員 資料25ページについて、宮崎県中

山間地域振興計画の第４期が令和８年までとい

うことですが、まず、このアンケート調査の目

的や内容、回収率、またパブリック・コメント

等について具体的に教えてください。

○宮崎中山間・地域政策課長 計画策定に向け

た集落代表者へのアンケート調査ですけれども、

これは２つ考えておりまして、１つが市町村に

対する調査です。こちらについては、中山間地

域である23市町村について、集落の人口構成や

集落機能の維持についてどういったことを考え

ているかというような基礎データを集めるため

の調査となっております。

もう一点は集落の代表者等に関する調査とな

ります。こちらは、自治会や青年団、婦人会が

入っていますけれども、約2,000の集落に対して、

中山間地域の活性化に必要な今後の取組や、現

在困っていることを、計画の策定に先立ち確認

するものになっております。

 もう一点、パブリック・コメントに関しまし

ては、案が出来上がった段階で、県民の皆様の

意見を聞くための手続となっております。
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○荒神委員 回収率や内容はどうなんですか。

○宮崎中山間・地域政策課長 この調査は、計

画策定の前年に、４年に一度やっております。

そのため、これからの調査については今年度行

うんですけれども、前回、令和４年度の調査の

ときの回収率は、市町村は100％、集落代表者は

62.5％となっております。

今後、必要な取組としては、地域住民による

集落の問題や将来像についての検討であったり、

地域全体で子育て世帯を支える環境づくり等を

検討していく必要があるというような結果にな

っております。

○荒神委員 パブリック・コメントが100％とい

うのは、何を基本に100％なんですか。

○宮崎中山間・地域政策課長 パブリック・コ

メントに関しては、ホームページに原案をお示

しいたしまして、質問のある方がホームページ

上から意見を寄せていただくという仕組みにな

っております。前回のパブリック・コメントで

は、１人の方から２問、質問をいただきました

ので、それについてはホームページで回答して

おります。

○荒神委員 ４期が終わるということは、その

前に２期、３期があったわけですが、その結果

を踏まえて、どのような取組をされて、４期ま

で臨んだのでしょうか。

○宮崎中山間・地域政策課長 現行の計画に関

するものということでよろしいでしょうか。

○荒神委員 ２期、３期、来ているわけですよ

ね。そのことを踏まえて、パブリック・コメン

トや地域代表者へのアンケートなど、様々なも

のを取られて、それを受けて取組がどう変わっ

てきたんでしょうか。

 また、今度は５期となりますが、何かの経緯

で取組も変わってくるのではないかと思うんで

すけれども、その辺を教えてもらえますか。

○宮崎中山間・地域政策課長 この計画自体が

中山間地域で必要なものということで、委員の

おっしゃるとおり、４期にわたって続けてきて

いるところです。取組自体の大きなものは変わ

っていないんですけれども、まず、第３期のと

きに、資料24ページでお示ししました、ひと・

生活・しごとという取組の３本柱と、宮崎ひな

た生活圏づくりということで取組を打ち出して

おります。こちらにつきましては、人口が減少

する中においても、拠点となる基幹的集落を中

心として、周辺集落、小規模集落との間を交通

や物流のネットワークでつなぐことによって、

必要な機能を維持していこうという考え方にな

るんですけれども、そちらを入れて取組を進め

ております。

 第４期も、ほぼ踏襲するような形で進めてき

ており、今回の第５期につきましても、先ほど

申し上げましたように、ひと・生活・しごとの

柱で進めていきたいと思っております。

 人口減少の話もありましたけれども、先ほど、

宮崎ひなた生活圏づくりの中でネットワークで

つなぐ仕組みを申し上げましたが、基幹的集落

自体の機能の維持が難しいということもござい

ますので、そのあたりに力を入れていく取組を

進めてまいりたいと思っております。

○荒神委員 十数年間ずっとこれを調査された。

目的が何であるかというのも、おのずと分かる

ことなんですよね。それに対してどういう取組

が必要なのか。ただ調査をすることが目的じゃ

なく、調査の結果でいろいろと得るものがある

と思っています。また、中山間地域に特化した

計画を持っていらっしゃるんだったら、その辺

も計画に入れていただきたいと思っています。

○内田委員長 要望ですね。ほか、関連はない
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ですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、別の項目であります

か。

○永山委員 資料27ページのインドネシア政府

等との連携合意についてお伺いします。令和

４年に農政水産部が、農業人材の確保という形

で、同じような連携合意をベトナムの農業大学

と結ばれております。今回、改めてインドネシ

アと連携合意を結ばれたということで、例えば、

業種のターゲットを絞っていたりするのかなど、

農政水産部とベトナムの連携合意とのすみ分け

であったり、そういったところがありましたら

教えてください。

○西野産業政策課長 まず今回、インドネシア

と連携合意に至った経緯ですけれども、県内産

業の人手不足が顕在化する中、国内外において

外国人材の獲得競争が非常に激化しております。

そのため、外国人材を安定的かつ効果的に確保

していくために、人材の送り出しを行う国との

関係構築が大変重要と判断したところでござい

ます。こちらについては、対象の産業を特に限

定しているわけではございません。

ベトナムの国立農業大学については、農政水

産部が先行していたということもあるんですけ

れども、農業だけに限定せずという動きにもな

ってきておりまして、ベトナムも拠点として、

今後も活用していきたいと考えております。

○永山委員 とにかく人材が足りていないんで、

いろんなところと連携合意して、その確保とい

うのは重要かと思います。昨年１年間、特別委

員会で外国人材の確保についていろいろ調査し

た中で、やっぱり国民性というのがあったりし

ます。例えば、フィリピンについてはホスピタ

リティーの精神が高く、介護や医療分野での人

材が期待されるというところがあります。

 今回、インドネシアと連携協定を締結したと

いうことなんですけれども、今後、フィリピン

だとか、さらに展開していく考えはあるのでし

ょうか。また、業種のターゲットをある程度絞

っていったほうが効果的かと感じたので、その

辺の考えがあれば教えてください。

○西野産業政策課長 現時点で、次に連携合意

を計画している具体的な国はございませんけれ

ども、外国人材の受入れに当たっては、各国の

政治経済情勢に大きく左右される面がございま

すので、安定的な受入れのためには、複数国と

の関係構築が必要と考えております。

 現在、日本政府が締結した二国間協定の相手

国が20か国程度ございますので、それを参考に、

各国の経済状況や国内情勢、それから国の人材

育成の状況等を分析して、次の連携候補先を検

討してまいりたいと考えております。

 業種についても、特に介護や農業の分野は、

それぞれの部局が先行してやっている部分もご

ざいますけれども、そういったところとすみ分

けをしたり、連携したりしながら、業種につい

ても検討してまいりたいと考えております。

○渡辺副委員長 今、永山委員からもお話が出

ましたけれども、昨年、特別委員会でインドネ

シアへ調査に行きました。特にインドネシアの

介護分野については、長寿介護課が県内の業者

を現地へ連れていき、マッチングもどんどん広

がっているという成功事例があります。

私は、去年の一般質問で、外国人材確保のた

めの組織体制について質問しましたが、総合政

策部内に、外国人材の受入・確保に係る司令塔

の役割を担う担当を設置したとのことでした。

先ほど産業政策課長が言われたように、間違

いなく人材獲得は激化していきます。そのため、
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外国人材リクルート推進課など、そういう課レ

ベルで取り組んでいかないといけないと思いま

す。

長寿介護課とのすみ分けや連携と言われまし

たけれども、実際に長寿介護課は先行して実績

を上げているわけですから、積極的にそういう

事例を取り上げて、また、福井県のように県が

外国人の運転手を教育しに行っているような県

もあります。

 そういう形で、農業、建設、運輸を含め、総

合政策部の中で、外国人材の獲得に向けた取組

を、今後さらに強化していくことを考えていた

だきたいんですけれども、いかがでしょうか。

○西野産業政策課長 昨年度の特別委員会でも、

そういった提言をいただいているところでござ

います。その提言を踏まえまして、今年度、ま

ずは連携合意の締結を行いました。

また、今年の10月頃を予定しておりますけれ

ども、実際に介護分野でやっているように、本

県の事業者を５～10社程度、インドネシアにお

連れして、県内企業のＰＲを行うこととしてお

ります。

さらに、県内で監理団体や人材紹介会社、送

出機関を一堂に集めまして、そこで事業者が

ブースを回りながら、例えば費用や人材の分野、

育成方法について情報を得る機会として活用し

ていただき、採用の具体的なイメージを持った

上で、マッチングに移行できたらと考えており

ます。

○渡辺副委員長 そういう動きはもちろんやっ

ていただきたいんですけれども、長寿介護課は

介護という分野に特化して、専門性を持った形

で、そして介護に関わる事業者を連れていって

いるから、成果が上がっているわけです。

 先ほども言いましたけれども、農業や運輸な

ど、それぞれ需要があるわけですからそのよう

に特化した形で先方と話をしないと、いろんな

業者を連れていってマッチングというだけだっ

たら、やっぱり続かないと思います。

 ですので、専門組織というのも含めて考えて

いただきたいと思います。これは要望で結構で

す。

○中野委員 外国人材を安定的に確保するとい

うことについては、口を挟むものではありませ

んが、一方で、他県において外国人問題云々が

あります。また、資料28ページの期待される効

果の中に、入国後のトラブルを未然に防止と書

いてあるんですが、いわゆる外国人の許容の範

囲です。そういうものを宮崎県は何か決めてお

られるのか、何か方針があるのかをお尋ねしま

す。

○西野産業政策課長 今回の連携合意について

は、具体的に年間何名程度まで受け入れるとか、

何名程度送り出しをするとか、そういった数値

目標等はございません。スタンスとしては、あ

くまで県内の事業者から受入れの希望があった

場合に、そのニーズにスムーズに対応できるよ

うに、現地での送出機関から、質の高い人材を

責任を持って供給してもらうということを目的

としております。

○内田委員長 この件に関して、私からも１問

いいですか。

○渡辺副委員長 委員長を交代します。

○内田委員長 外国人材について相談があると

きに、よく伺うのが、インドネシア人はイスラ

ム教徒であるので、礼拝堂を造ったりとか、宗

教対応についてです。事前に企業側も把握され

て、しっかり受け入れているとは思うんですが、

そういう想定の中で、ミスマッチを防ぐための

対応というのは、事前の説明会等でしっかりさ
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れているのかと思うんですけれども、改めて理

解を深めるためにお伺いしたいと思います。

○西野産業政策課長 外国人が地域社会で安心

して暮らし、その能力を発揮していただくため

には、職場での支援と並行して、日常生活を支

える共生の取組を推進することが非常に重要と

考えております。言葉や文化の違いによる生活

上のハードルを解消して、地域住民との相互理

解を深めることが定着を左右する重要な要素と

考えておりますので、先ほどの連携合意で、事

前に日本語教育や、日本の文化、ルールを知っ

ていただけるようなことをインドネシア政府へ

求めております。具体的には、最初の受入れ企

業と外国人材との面談の際に、宗教上の礼拝を

日中に行えるかとか、そういった細かいところ

を確認した上で、ミスマッチが生じないように

取り組まれているとお伺いしています。

○内田委員長 宗教等云々で設備などを整備す

るのに、企業負担が生じると思うんですけれど

も、実態はどうなんでしょうか。企業の工場の

中に礼拝堂を造るのに、支援とかがあったりす

るんですか。ネックの一つとしてそれを言われ

る企業がいらっしゃるなと思いまして。

○西野産業政策課長 企業が負担してそういう

礼拝堂を設けているのか、あるいは個人負担と

して設けているのかなど、そういったところは、

現時点では把握しておりません。

先ほど少し触れたんですけれども、イスラム

の場合には１日に５回、礼拝を行います。事前

の確認として勤務中は行わないこと、礼拝を行

わずに勤務外にまとめて行うなど、事前の取組

としてやっている企業も多いと聞いております。

その場合は、各自が自宅に帰って礼拝をすると

いうことになるかと考えております。

○内田委員長 インドネシア人には礼拝堂を造

ったけれども、ネパールのほうがよかったとか、

後からそういう御意見を企業から聞いたりする

ので、その辺のいろんな御意見を踏まえた上で、

重点国としてインドネシアを選ばれたのかなと

も思ったので、ちょっといろいろ疑問だったと

ころを聞いたところでした。

○渡辺副委員長 委員長を交代します。

○内田委員長 ほか、ございませんか。

○荒神委員 みやざき文化振興計画の改定につ

いてお尋ねします。現計画は令和８年度までと

なり、計画の見直しを行うということですが、

少子高齢化に伴う担い手不足は、ここ４～５年

の問題でもなく、以前から、それぞれの文化を

継承する担い手不足というのはあったわけです。

ユネスコの問題もありますけれども、これを目

の前にしながら、この担い手不足をどのように

見直す内容とするのでしょうか。

○加藤みやざき文化振興課長 文化を取り巻く

情勢というのはあまり変わっておらず、課題は

継続して目の前にあり、担い手不足の問題も御

多分に漏れず、文化振興の面でも大きな課題で

あり続けております。

 取組自体は様々あるんですけれども、例えば

神楽で申し上げますと、地域に住まわれている

舞い手の方々が少なくなっており、神楽を継続

していくことが難しくなっている地域がだんだ

ん増えてきていると聞いております。今のとこ

ろ、舞い手が足りないところは、県外に就職な

どで出ておられる方がその時期に戻ってこられ

て、神楽の舞い手として、その時期だけ地元に

滞在されるというようなことを伺っております。

例えばなんですけれども、まだそういうことは

やってないんですが、そうした方々の帰省のた

めの旅費などを負担するなどの方策があるのか

なと考えております。今のお話は例えばなんで
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すが、そういったことを今後やっていかないと

いけないと考えております。

○荒神委員 例えばの話が、まさにそこだと思

います。地域の文化というのは、地域に根づい

ているからこそ絵になるような形もあります。

今、神楽の例をおっしゃいましたけれども、担

い手不足に対する取組について、例えばでもい

いんですけれども、何かないですか。

○加藤みやざき文化振興課長 そのほかで申し

上げますと、小学生や中学生などを対象に、そ

の地域の方々が地域に伝わる風習や踊りなどを

教えてあげる時間を行政側で設け、若い世代に

も継承されるような機会をつくるといった取組

は、今も行っております。そうした地道な取組

を続けていくしかないかと考えております。

○荒神委員 限界集落とか、いろいろ言われる

わけですので、後世に残すんだったら、例えば

一つの画像で残すとか、いろんな方法もあるわ

けですが、今後守っていくために努力と知恵を

出していただければと思っています。

○永山委員 資料31ページの第12次宮崎県交通

安全計画の策定についてですけれども、今回改

定のところで、自転車の問題についてです。道

路交通法の改正で、今回、一般質問でも大分取

り上げられていて、なかなか環境が整ってない

ということでした。

 32ページでは、自転車の安全確保のための法

令遵守と通行環境の整備ということで、また、

本冊子では14ページと28ページに似たような記

載があったと思います。車道・歩道の幅員を見

直すなど、安全で快適な空間の確保を積極的に

進めるということで、幅員を見直すというのは

かなり時間もかかるし、全域には難しいかなと

いうところですが、現状の道路でどうやって安

全確保をしていくかが問題だと思います。

 その中で思っているのが、道路の環境として

路肩の草や、のり面からはみ出した枝、樹木の

整備も必要かと思うんですけれども、この計画

における快適な環境というのは、その辺まで含

まれているという認識でよろしいでしょうか。

○坂元交通・地域安全対策監 安全な道路交通

の環境については、整備等を含めた関係機関や

警察などと連携して総合的に推進していくもの

であると考えていますので、当然そのあたりも

含まれていると思います。

○永山委員 快適な環境ということで、本当に

安全につながるところだと思いますので、連携

をよろしくお願いいたします。

○重松委員 資料32ページの下の第２章、鉄道

及び踏切道における交通の安全についてです。

一番最後の踏切道の立体交差化については分か

るんですけれども、踏切道の統廃合の促進とい

うことで、本計画書の84ページにもこのことが

書いてありまして、「う回路の状況等を勘案し

て、第３・４種踏切道」とあるんですが、この

第３種、第４種の意味合いを教えていただけま

せんでしょうか。

○坂元交通・地域安全対策監 まず、第１種に

ついては警報機と遮断機があるものでありまし

て、第２種については、今、県内にはございま

せん。第３種については、警報機はありますが、

遮断機がないものとなります。第４種について

は、その両方がなくて、ただの形だけの踏切道

となります。

○重松委員 踏切道の統廃合について、狭小な

ところ、歩道がないところについてはよく分か

るんですけれども、統廃合したときに交通渋滞

が起こるのではないかと思うんですが、その辺

のことはどのように考えていらっしゃいますか。

○坂元交通・地域安全対策監 もちろん安全を
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第一に、地域の住民の方の意見を聞きながら、

ＪＲのほうで進めていっていただいております。

○中野委員 宮崎県消費者基本計画の策定につ

いてお尋ねします。

 この計画は、本日我々に報告するのみで、そ

れで完全に策定して実行していくという計画だ

と思いますが、なぜ議会の承認事項にしなかっ

たかをお尋ねします。

○内田委員長 暫時休憩いたします。

   午前11時49分休憩

   午前11時50分再開

○内田委員長 委員会を再開いたします。

○若松生活・協働・男女参画課長 この計画に

つきましては、平成27年に策定しました消費者

教育に関する実施計画であります宮崎県消費者

教育推進計画を継承・包含し、さらに近年の消

費者トラブルの複雑化・多様化に対応するため

の消費者被害の防止や、消費者トラブルの解決

支援の具体的取組を盛り込み、改定した実施計

画でありまして、併せて名称も今回変更したも

のでございます。

 このため、「宮崎県行政に係る基本的な計画

の議決等に関する条例」における議決対象とな

る計画の定義を定めた議会の決定事項の中で、

「内容が実施計画的ではないもの」と定義され

ていることに基づきまして、本計画につきまし

ては、議決対象となる計画には該当しないもの

と整理したところでございます。

○中野委員 私は、この消費者政策というのは

非常に重要だと思います。資料にもありますが、

消費者トラブルにあった県民の割合が21.7％も

ある。しかも、それが複雑化していると書かれ

ております。

 今回、これまでは宮崎県消費者教育推進計画

であったものを継承・包括して、宮崎県消費者

基本計画という新しい名前で基本計画へ移行す

るのであれば、本来ならば議会の承認事項とし

て上げていただきたかったと思います。

 今回、ほかにも宮崎県総合計画の変更につい

て議案で上がっておりますが、18年前まではこ

ういう長期計画でさえ、議案の承認事項ではあ

りませんでした。それではいけないということ

で、議員発議で「宮崎県行政に係る基本的な計

画の議決等に関する条例」が平成24年に策定さ

れて、当時の経過措置として計24件の計画が上

がってきました。その後、計画もいろいろと変

更があって、今ではその他のものも含めて、議

会の承認事項となっている。だから、こういう

消費者行政の基本に関する非常に重要なものに

ついては、やはり、長期計画ですから、議会の

承認事項にすべき問題であると思うんです。

 だから、総合政策部は、今まで見過ごされた

ものや新たに追加されたものもあるだろうから、

その辺の洗い出しをして、どのあたりまでを長

期計画として議会の承認事項にするのか、取捨

選択も含めて検討すべきだと思います。しかも、

この消費者基本計画は、国においては国会の承

認事項だと聞きました。ですから、県において

も、やはり議会の承認事項にすべきものだと思

います。

 このことも含めて、総合政策部で、どういう

ものを議会の承認事項にするのか、全て洗い出

しをしていただきたい。そして、当初の条例に

書かれたもので不要になったものもあるだろう

から、その辺のことを整理して議会との調整を

図ってほしいと思っております。そうされるか

どうか、総合政策部長にお尋ねします。

○大東総合政策部長 この条例が制定されて以

降、様々な計画ができたり、なくなったものも
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ありますし、形は変わってきております。ただ

一方で、我々執行部としては、先ほど課長が申

し上げたような基準に基づいて判断した上で、

議会事務局と調整させていただいております。

今の御意見は受け止めさせていただいて、また

検討させていただきたいと思います。

○内田委員長 最後に、その他で何かございま

せんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、以上をもって総合政

策部を終了いたします。

 執行部の皆様、お疲れさまでした。

 暫時休憩いたします。

   午前11時55分休憩

   午後１時２分再開

○内田委員長 委員会を再開いたします。

 本委員会に付託されました議案等について、

総務部長の概要説明を求めます。

○田中総務部長 本日、御審議いただきます議

案等につきまして、お手元の総務政策常任委員

会資料により御説明いたします。

 資料２ページの目次をお願いいたします。

 Ⅰの予算議案の令和８年度一般会計補正予算

の第１号、第２号の概要につきましては、後ほ

ど御説明いたします。

 次に、Ⅱの特別議案は、議案第３号「県税の

課税免除等の特例に関する条例の一部を改正す

る条例」など３件を提出しております。

 次に、Ⅲの報告承認事項では、専決処分の承

認を求めることについて２件御報告いたします。

 次に、Ⅳの報告事項では、損害賠償額を定め

たことについてなど３件御報告いたします。

 次に、Ⅴのその他報告事項では、みやざき行

財政改革プラン（第四期）の取組状況について

など２件御報告になります。

 ３ページをお願いいたします。

 令和８年度一般会計補正予算の第１号、

第２号についてであります。

 議案第１号「令和８年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）」は、国庫補助決定に伴うもの

及びその他必要とする経費について措置するも

のとなっております。

 次に、議案第24号「令和８年度宮崎県一般会

計補正予算（第２号）」は、国の令和８年度補

正予算（第１号）に係る経費について措置する

ものであります。

 ４ページをお願いいたします。

 一般会計歳入一覧であります。表の左か

ら３列目、今回補正額の議案第１号の列をお願

いいたします。

 この補正による一般会計の歳入財源は、自主

財源の下から３行目の繰入金３億1,392万円、そ

の２つ下の諸収入399万2,000円、依存財源の下

から２行目の国庫支出金10億2,356万4,000円、

その下の県債6,460万円であり、補正額は一番下

の14億607万6,000円の増額となります。

 同じく、今回補正額の議案第24号の列でござ

いますが、この補正による一般会計の歳入財源

は、依存財源の下から２行目の国庫支出金５億

2,999万円であり、補正額は一番下の５億2,999

万円の増額となります。

 この結果、補正後の歳入合計は6,918億8,606

万6,000円となります。

 ５ページをお願いいたします。

 一般会計歳出一覧となっております。今回の

補正予算を款別にまとめております。

 表の左から４列目、今回補正額の議案第１号

の列をお願いいたします。

 主なものを申し上げますと、上から４行目の
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衛生費は、経営状況の変化等に直面している医

療機関等に対しまして、生産性向上に資する取

組等に必要な支援を緊急的に行うための経費等

でございます。

 ２つ下の農林水産業費は、市町村等に対して、

鳥獣の侵入防止柵の整備に要する費用の補助等

を行うとともに、野生イノシシの豚熱感染拡大

を受けたジビエ利活用推進等に取り組むための

経費等となっております。

 さらに４つ下の教育費は、県立高校や私立高

校等に通う生徒の保護者に対して、授業料以外

の教育費負担軽減に係る給付金を支給するため

の経費等となっております。

 次の災害復旧費は、自然公園等の施設が災害

により被害を受けた際、速やかに復旧を行うた

めの経費となっております。

 議案第24号の列になりますけれども、上から

７行目の商工費は、６月５日に成立した国の補

正予算において措置された重点支援地方交付金

を活用いたしまして、ＬＰガス使用世帯等に対

して、ガス使用料金の一部、また、特別高圧で

受電する中小企業等に対して、電気料金の一部

を補助するための経費となっております。

 なお、今回のエネルギー支援以外の分野につ

きましても、引き続き、中東情勢の本県への影

響を十分に見極めながら、時機を逸することの

ないよう、適宜適切に対応してまいります。

 予算案の概要については以上であります。

 歳入予算や議案等の詳細につきましては、危

機管理局長及び各課（室）長から説明いたしま

すので、御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。

○内田委員長 次に、予算議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○松田財政課長 常任委員会資料の６ページを

御覧ください。

 歳入予算について説明いたします。

 ３の歳入科目別概要ですが、左から３、４列

目の今回補正額の欄と一番右の説明欄を議案第

１号と議案第24号に分けて記載しております。

 まず、繰入金です。

議案第１号分で３億1,300万円余を繰り入れま

す。これは、医療機関等を緊急的に支援するた

めの経費を日本一挑戦プロジェクト推進基金か

ら、また、県立高校等における教育改革の推進

に必要な経費を宮崎県高等学校等教育改革促進

基金から繰り入れるものです。また、その他の

国庫補助の決定等に伴う県費負担分等を財政調

整積立金から繰り入れます。

 次に、諸収入です。

議案第１号分で390万円余を受け入れます。こ

れは、県立学校における生成ＡＩ活用の検証に

係る受託料を受け入れるものです。

 ７ページをお願いいたします。

 次に、国庫支出金です。

議案第１号分で10億2,300万円余、議案第24号

分で５億2,900万円余を受け入れます。

 説明欄を御覧ください。

 まず、議案第１号分です。

 一重丸の１つ目、衛生費国庫補助金です。こ

れは、医療機関等を緊急的に支援するための経

費等に充てるため、地域医療推進費等を受け入

れるものです。

 次に、一重丸の２つ目、農林水産業費国庫補

助金です。

これは、鳥獣の侵入防止柵の補助や野生イノ

シシの豚熱拡大を受けたジビエ利活用推進等に

取り組むため、病害虫防除組織整備促進費等を
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受け入れるものです。

 次に、一重丸の３つ目、土木費国庫補助金で

す。

これは、一般公共海岸に漂着した流木を除去

するため、海岸漂着物地域対策推進事業補助金

を受け入れるものです。

 次に、一重丸の４つ目、教育費国庫補助金で

す。

これは、県立高校や私立高校等に通う生徒の

保護者に対して、授業料以外の教育費負担軽減

に係る給付金を支給するため、高等学校等就学

支援金交付金等を受け入れるものです。

 次に、一重丸の５つ目、災害復旧費国庫補助

金です。

これは、自然公園等の施設が災害により被害

を受けた際、速やかに復旧を行うため、自然公

園等施設災害復旧事業費をあらかじめ計上する

ものです。

 続いて、議案第24号分です。

 一重丸の１つ目、総務費国庫補助金です。

これは、ＬＰガス使用料金や特別高圧電気料

金の一部を補助するため、物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金を受け入れるものです。

 ８ページをお願いします。

 最後に、県債です。

これは、宮崎市にある県体育館の解体に向け

た実施設計及び先ほど国庫支出金の際にも御説

明した自然公園等の災害復旧に要するものであ

ります。

 これら全てを合わせた補正後の額は、一番下

の歳入合計の一番右の欄のとおり6,918億8,606

万6,000円となります。

 歳入予算の説明は以上であります。

○鎌田税務課長 税務課の補正予算について御

説明いたします。

 資料の10ページを御覧ください。

 当課の補正額は、表の一番上、税務課計の左

から３列目にありますとおり3,705万9,000円の

増額をお願いしております。

 この結果、右から３列目、補正後の予算額は

672億1,390万7,000円となります。

 内容を御説明いたします。

 11ページを御覧ください。

 表の左側、（目）賦課徴収費の増額になりま

す。新税務システムとなる県税クラウドシステ

ムにつきまして、来年１月の稼働に向けて現在

構築中でありますが、このたび県税の収納や還

付に関するデータを県の財務会計システムや指

定金融機関である宮崎銀行のシステムと連携す

るための仕様が固まりましたことから、それら

税外システムの改修費用について増額補正をお

願いするものであります。

○中島消防保安課長 資料の12ページを御覧く

ださい。

 当課の補正予算額は、一般会計のみで４億34

万3,000円の増額をお願いしております。

 この結果、補正後の予算額は右から３番目の

欄のとおり15億9,972万2,000円となります。

 続いて、13ページを御覧ください。

 （事項）高圧ガス保安対策費の説明及び事業

名の欄にありますとおり、「宮崎県ＬＰガス料

金負担軽減事業」でございますが、事業内容に

つきましては14ページを御覧ください。

 予算額は４億34万3,000円、財源は全額国の重

点支援交付金であります。この事業は、事業の

目的にありますとおり、中東情勢等に伴うＬＰ

ガス使用料の上昇により影響を受けているＬＰ

ガス消費者を対象に、ＬＰガス販売事業者を通

じた使用料の値引きを行うことにより、その負

担軽減を図ることを目的としております。
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 次に、事業の概要について御説明いたします。

 （１）事業内容でございますが、ＬＰガス販

売事業者を通じて使用料から１世帯当たり1,000

円を値引きする県ＬＰガス協会の取組に対して

助成を行うものです。

 （２）事業の仕組みにつきましては、宮崎県

ＬＰガス協会を運営窓口とし、ＬＰガス販売事

業者の協力を得ることで約32万戸のＬＰガス使

用世帯を支援してまいります。

 事業期間は、令和８年度を予定しております。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 予算議案について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 次に、特別議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○鎌田税務課長 議案第３号につきまして、常

任委員会資料により御説明いたします。

 委員会資料の※18ページになります。

 議案第３号「県税の課税免除等の特例に関す

る条例の一部を改正する条例」であります。

 １の改正の理由ですが、本年４月１日に地域

再生法第17条の６の地方公共団体等を定める省

令が改正されたことに伴い、関係規定の改正を

行うものであります。

 ２の改正の内容ですが、地域再生法に係る特

定業務施設整備計画の認定を受けた事業者に課

される事業税、不動産取得税及び固定資産税の

課税免除及び不均一課税の適用期限が令和10

年３月31日まで２年間延長されましたことから、

関係規定の改正を行うものであります。

 最後に、３の施行期日ですが、公布の日から

施行し、令和８年４月１日から適用することと

しております。

○松下行政改革推進室長 常任委員会資料16

ページをお願いします。

 議案第５号「知事等の損害賠償責任の一部免

責に関する条例の一部を改正する条例」につい

て御説明します。

 １の改正の理由ですが、地方自治法及び地方

自治法施行令の一部改正に伴い、当該条例の記

載内容に条ずれが生じることから、関係規定の

改正を行うものです。

 ２の改正内容ですが、表に記載のとおり、

上２つの地方自治法の条文を引用している「条

例の第１条」、及び一番下の地方自治法施行令

の条文を引用している「条例の第２条」につい

て、条ずれに伴う改正を行うものです。

 なお、条例の運用につきましては、今回の改

正に伴う変更はございません。

 ３の施行期日は、令和８年９月24日としてお

ります。

○廣池財産総合管理課長 常任委員会資料の17

ページを御覧ください。

 議案第17号「財産の取得の変更について」で

あります。

 財産に関する条例第２条の規定により、予定

価格7,000万円以上の買入れをするときは、議会

の議決に付することになっており、今回議案と

して上げております。

まず、１の変更の理由ですが、昨年の２月議

会において議決をいただいた宮崎県東京ビルの

取得について、建設着工後の物価上昇に対応す

るため、取得価格を変更するものであります。

２の変更の内容は、取得価格を26億380万

6,762円から27億3,633万2,102円に変更するもの

で、令和６年10月の建設着工後の物価上昇に伴

う１億3,252万5,340円が増額となっております。

※29ページに訂正発言あり
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 なお、東京ビルの取得に関する予算は、本

年２月定例会におきまして、「宮崎県東京ビル

再整備事業」の令和８年度当初予算として28億

5,096万5,000円を可決いただいたところでござ

いまして、事業者との協議を経て、今回、建物

売買契約の一部を変更する契約締結の準備が整

いましたことから、本議案を提案させていただ

くものであります。

 最後に、建物の概要であります。右下の表を

御覧ください。

 建物の１～６階が県所有の施設、７～11階は

民間施設となりますが、１階は商工観光労働部

がフロンティアオフィスとして活用するほか、

総合政策部が県情報発信スペース等を関係人口

創出の場として運営する予定としております。

また、２～３階は県東京学生寮、４～６階は東

京事務所等に勤務する職員が入居する職員宿舎

となります。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 特別議案について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 次に、報告承認事項についての

説明を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○鎌田税務課長 先ほど、特別議案の説明のと

きに常任委員会資料のページ、18ページと言っ

てしまいました。15ページの間違いでした。申

し訳ございません。

 報告第１号及び第２号につきまして、資料に

基づいて御説明をいたします。

 資料の18ページになります。

 報告第１号「専決処分の承認を求めることに

ついて」であります。

 報告第１号は、「宮崎県税条例の一部を改正

する条例」の専決報告となります。

 今回の専決による改正は、１の改正の理由に

ありますように、地方税法等の一部を改正する

法律等が令和８年３月31日に公布され、翌日、

同年４月１日から施行されることとなったため、

議会を招集する時間的余裕がなかったことによ

り専決したものであります。

 ２の改正の内容ですが、（１）につきまして

は、自動車税環境性能割の廃止、自動車税種別

割から自動車税への名称変更に伴い、関係規定

の改正を行ったものであります。

 （２）につきましては、燃費性能等の優れた

自動車の税率を軽減し、一定年数を経過した自

動車の税率を重くする、いわゆるグリーン化特

例について一部見直しの上、適用期限を令和10

年３月31日まで２年間延長する改正を行ったも

のであります。

 （３）の改正内容については、土地を取得し

た日から３年以内または４年以内にその土地の

上に特例適用住宅を新築した場合に、土地の不

動産取得税が減額される特例措置の適用期限を

令和13年３月31日まで５年間延長する改正を行

ったものであります。

 ３の施行期日ですが、令和８年４月１日から

施行しております。

 次に、19ページを御覧ください。

 報告第２号につきましては、「アメリカ合衆

国軍隊の構成員等の所有する自動車に対する自

動車税の種別割の特例に関する条例の一部を改

正する条例」の専決報告となります。

 こちらにつきましても、１の改正の理由にあ

りますとおり、地方税法等の一部を改正する法

律が令和８年３月31日に公布され、翌日から施

行されることとなったため、議会を招集する時

間的余裕がなかったことにより専決したもので



令和８年６月17日(水)

- 30 -

あります。

 ２の改正の内容ですが、自動車税環境性能割

の廃止、自動車税種別割を自動車税という名称

に変更することに伴い、条例名中「種別割の」

という文言を削除したほか、所要の改正を行っ

たものであります。

 ３の施行期日につきましては、令和８年４月

１日から施行しております。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 報告承認事項についての質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いします。

○下村総務課長 資料20ページを御覧ください。

 損害賠償額を定めたことについて、専決処分

を行いましたので、御報告いたします。

 私からは、表の上の段の事案について御説明

します。

 本事案は、県有車両による交通事故の損害賠

償であり、令和７年９月18日に宮崎県税・総務

事務所の職員が調査のため公用車で目的地に向

かう途中、休憩に立ち寄った道の駅駐車場にお

いて、休憩を終え、公用車を駐車枠から場内通

路へ前進させた際、右側通路から左折して侵入

してきた相手車両と接触し、双方の車両が損傷

したものです。

 事故原因は、主に職員が周囲の安全確認を怠

ったことによるもので、過失割合は県側70％、

相手側30％でございます。

 損害賠償額は、物件損害として16万39円であ

り、県が加入する任意保険から支払われており

ます。

 交通安全につきましては、機会あるごとに職

員の意識高揚に努めておりますが、再発防止に

向けまして、今後とも一層の徹底が図られるよ

う厳しく指導してまいります。

○鎌田税務課長 同じく、資料20ページになり

ます。

 損害賠償額を定めたことについて、専決処分

を行いましたので、御報告いたします。

 表の上から２段目の事案でございます。

 本事案は、令和７年１月16日に延岡県税・総

務事務所が行った滞納処分時に、職員が誤って

相手方の所有物に接触し、落下させて損害を与

えたものであります。

 損害賠償額は11万1,940円となっており、全額

県費から支払われております。

 本事案を受け、各県税・総務事務所に対して

事例報告を行い、同様の事故の防止のため、納

税担当リーダー会議等において、滞納処分等の

執行に当たっては、細心の注意を払うよう指導

を行っております。

 今後とも、県税・総務事務所長会議等におい

て注意喚起を図り、再発防止に努めてまいりま

す。

○廣池財産総合管理課長 常任委員会資料21

ページを御覧ください。

 当課からは、今年２月の定例会におきまして

御承認をいただきました事業の繰越額が確定い

たしましたので、御報告させていただくもので

す。

 まず、表の一番上、「庁舎公舎等営繕工事事

業」についてでございます。こちらは、県庁

７号館や西臼杵支庁本館の外壁改修工事におい

て、足場を設置し外壁の詳細な調査を行ったと

ころ、想定よりも多くのひび割れやモルタルの

浮き等が判明し、その補修に想定以上の時間を

要したことなどから工期を延長したことに伴う
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ものであり、繰越額は３億2,790万8,000円とな

っております。

 その下、「県有施設災害復旧事業」について

であります。これは、落雷で被災した宮崎県建

設技術センターほか２施設における復旧工事に

おいて、故障箇所や原因の特定に時間を要した

ことなどから工期を延長したことに伴うもので

あり、繰越額は2,003万9,000円となっておりま

す。

○北薗危機管理局長 当課の繰越額の確定につ

いて御報告いたします。

 同じく資料の21ページ、上から３行目の「災

害支援物資拠点施設整備事業」についてであり

ます。これは、災害支援物資拠点施設に附帯す

る施設等について、舗装・外構工事に係る工期

が不足するため繰越しとなったもので、繰越額

は２億1,647万5,000円となっております。

 次に、４行目の「災害から命を守る「自助の

備え」緊急支援事業」についてであります。こ

れは、令和８年２月の定例会におきまして、国

の補正予算の関係により、事業実施期間が不足

することに伴い繰越しを承認いただいたもので

ありまして、繰越額は２億4,535万9,000円とな

っております。

 次に、５行目の「避難所生活環境改善事業」

についてであります。こちらも国の補正予算の

関係により、事業実施期間が不足することに伴

い7,775万7,000円繰り越すこととなったもので

あります。

○中島消防保安課長 当課の繰越額の確定につ

いて御報告いたします。

 同じく資料の21ページ、上から６行目の「航

空消防防災管理運営事業」についてであります。

これは、ヘリコプターの新機体導入が遅れたこ

とにより、導入後に予定していた新機体の慣熟

訓練を延期したこと等に伴い繰越しとなったも

ので、繰越額は1,947万3,000円となっておりま

す。

 次に、７行目の「防災救急ヘリコプター受援

体制整備事業」についてであります。これは、

大規模災害発生時等にヘリコプターへの円滑な

給油を行うため、燃料備蓄庫の建設工事におい

て、入札の不落等により契約締結に日時を要し

たことに伴い繰越しとなったもので、繰越額は

950万円となっております。

○北薗危機管理局長 資料の22ページを御覧く

ださい。

 令和７年度宮崎県事故繰越し繰越計算書につ

いて御報告いたします。

 「南海トラフ地震等に備えた避難所環境改善

事業」についてであります。これは、トイレ

カーの導入に当たり、自動車メーカーの一時的

な生産停止等により、基礎となる車両の調達に

日時を要したため2,610万9,330円を繰り越した

ものであります。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 報告事項について質疑はありませんか。

○永山委員 資料20ページの損害賠償額を定め

たことについて、もう一度お聞きしたいんです

けれども、２個目の物損事故で、滞納処分のと

きにという説明でしたが、県税の差押えか何か

で行って、そのときに何か物を落としてしまい、

その分を補償したということでよかったんでし

ょうか。

○鎌田税務課長 委員おっしゃるとおり、滞納

処分のための捜索で、相手方の建物内で相手方

の物を捜索中に誤って落として破損させたもの

であります。

○内田委員長 ほか、ございますか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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○内田委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○松下行政改革推進室長 資料の23ページをお

願いします。

 みやざき行財政改革プラン（第四期）の取組

状況について御報告いたします。

 本プランの基本理念は、「県総合計画の基本

理念「安心と希望の未来への展望」を支える持

続可能な行財政基盤の確立」となっており、限

られた人員・財源の中で、多様化する県民ニー

ズ等に的確に対応していくため、柔軟かつ機動

的な組織体制の下、人材の育成・確保や行政の

デジタル化等により、県民本位の行財政改革を

推進していくこととしております。

 推進期間は令和５～８年度の４年間となって

おり、本日は、昨年度の主な取組を中心にプラ

ンの取組状況を御説明いたします。

 24ページをお願いします。

 初めに、４つの視点のうち、１つ目の視点で

ある県政運営を支える行政基盤の構築と人材づ

くりについてであります。

 この視点としては、簡素で効率的な組織体制

の見直しとして、宮崎国スポ・障スポの開催に

向けた体制整備等を図ったほか、適正な定員管

理として、新たな行政需要に的確に対応するた

めの定員管理を実施したところです。

 また、意欲ある多様な人材の確保・育成の推

進として、県庁インターンシップの充実・強化

等に取り組んだほか、法令遵守の意識及び適正

な事務処理の徹底として、各所属における職場

研修や職場点検等を実施しました。

 そして、右上の危機管理能力の強化としては、

職員の危機管理能力の向上を目的とした研修や

図上訓練等を実施したところです。

 次に、２つ目の視点、多様な主体との連携と

県民目線のサービスの提供についてであります

が、この視点では、ＮＰＯとの協働事業や企業

との包括連携協定等による多様な主体との協働

に取り組んだほか、職員の相互派遣等による市

町村との連携や、民間のノウハウを活用するた

めの指定管理者制度の活用などに取り組み、県

民サービスの向上に努めたところであります。

 25ページをお願いします。

 視点３の行政のデジタル化と働き方改革の推

進についてであります。

 この視点では、電子納付の環境整備等による

行政サービスのデジタル化や、ＲＰＡなどのＩ

ＣＴの活用や生成ＡＩの全職員利用等による業

務の効率化を進めたほか、研修等によるデジタ

ル人材の育成に取り組んだところです。

 また、柔軟な働き方改革の推進として、テレ

ワークの活用やサテライトオフィスの整備等を

進めたほか、子育てマイプランの活用等により

仕事と子育てが両立できる職場環境の整備に取

り組み、男性職員の育児休業取得率は、令和

７年度には84.5％に向上したところです。

 次に、視点４の健全な財政基盤の構築と資産

の有効活用についてでありますが、自主財源の

確保とコスト縮減に取り組んだほか、資産の有

効活用として、県有施設等へのネーミングライ

ツの活用を行っており、昨年７月には県総合運

動公園のテニスコート等の２施設が追加された

ところです。

 26ページをお願いします。

 財政健全化指針につきまして、１の財政健全

化に係る目標として３つ掲げておりますが、

（１）財政関係２基金の残高確保、（２）県債

残高の抑制及び（３）健全化判断比率の維持の
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いずれにおいても、財政の健全性に問題のない

数字となっております。

 また、右の２の（１）財政見通しにつきまし

ては、令和８年度当初予算の編成状況等を反映

するなど、必要な見直しを行ったものでありま

す。

 今後も財政関係２基金残高が一定程度確保さ

れる見通しとなっており、財政上の健全性は維

持できるものと考えております。

 最後に27ページをお願いします。

 主な数値目標の進捗状況についてであります。

 本プランの29ある数値目標のうち暫定値も含

む主なものを記載しております。

 ほとんどの目標でおおむね順調に推移してい

るものと考えておりますが、今後も引き続き適

切な進捗管理を行い、目標の達成に向けて努め

てまいります。

 なお、全ての数値が確定しましたら、県ホー

ムページにより公表を行う予定としております。

○廣池財産総合管理課長 常任委員会資料の28

ページを御覧ください。

 宮崎県公共施設等総合管理計画の改訂（素案）

について御説明させていただきます。

 この計画につきましては、３月の常任委員会

におきまして、改訂作業に着手する旨を御報告

させていただいたところですが、今回、改訂素

案がまとまったことに伴いまして、改めて御報

告させていただくものです。

 まず、１の改訂の趣旨でございます。

 本計画は、県が保有・管理する公共施設等の

総合的・計画的な管理を実現するための基本的

方針として、平成28年９月に策定し、令和３年

12月に一度改訂を行ったところではありますが、

この改訂から５年が経過し、社会経済情勢の変

化や公共施設等に求められる機能の変化などを

踏まえ、所要の見直しを行うものであります。

 ２の対象となる公共施設等でございます。

 １つ目が、県が保有・管理する全ての建物等

で、この計画で建物系施設と呼んでいるもので

ございます。

 ２つ目は、道路や河川などのインフラ施設で

ございます。

 ３の改訂計画の期間でございますが、計画期

間は令和８～27年度の20年間に改めることとし

ております。

 ４の計画改訂のスケジュール（予定）でござ

いますが、今後、パブリック・コメント等の手

続を経まして、11月の定例県議会に議案として

提出させていただきたいと考えております。

 次のページにお進みください。

 ５の主な改訂内容でございます。

 まず、（１）の建物系施設に関するものにつ

いては４点ございまして、１点目が管理目標

（延床面積の削減）の設定であります。こちら

は、現計画の現在の目標値である廃止を目指す

建物棟数に替わるものとして設定したものであ

り、具体的には、建物系施設について、今後の

人口減少率等を踏まえて、今後20年間で10％の

削減を目指すというものであります。面積で申

し上げると、令和６年度末で約215万平米ある建

物を27年度までに約193万5,000平米にすること

を目指すものでございます。

 ２つ目が計画的かつ効率的な修繕・予防保全

に向けた工事の優先順位づけの実施でございま

す。

 これまで、知事部局所管の施設の修繕・予防

保全の工事に関する経費は、各部局がそれぞれ

予算要求や予算執行を行っていたところでござ

いますが、令和８年度から当課で一括して予算

計上し、執行することといたしました。
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 今後は、これらの工事の客観的な評価や優先

順位づけを確立することを通じて、予算の平準

化や予防保全工事のより計画的・効果的な実施

を目指すこととしております。

 ３点目が第四次宮崎県環境基本計画や宮崎県

木材利用促進条例など、ほかの計画との整合性

を踏まえた省エネ化や県産材の利用促進に関す

る取組を明記いたしました。

 ４点目が施設評価の見直し及び新増築を含め

た施設配置・総量の最適化の検討でございます。

 施設の老朽化度や利用状況、地域ニーズなど

から総合的に施設を評価する方法の構築を通じ

て、将来を見据えた最適な施設規模と配置の在

り方を検討するものでございます。

 次に、（２）の建物系施設とインフラ施設の

両方に関するものとしては、個別施設計画の進

捗状況管理になります。

 各個別施設計画の所管課において実施される

取組について、その進捗状況を公有財産調整委

員会として定期的に把握する仕組みづくりを行

います。

 次のページにお進みください。

 ここから改訂素案の内容全体についての御説

明になります。

 素案につきましては、別冊といたしまして、

宮崎県公共施設等総合管理計画（素案）という

資料をお配りしておりますが、ボリュームもご

ざいますので、この資料において概要を御説明

させていただくものでございます。

 ここから４ページにわたって素案の主な内容

を御紹介させていただいておりますが、主な項

目をかいつまんで御説明させていただければと

思っております。

 まず、第１章の公共施設等の総合管理計画の

策定目的等でございます。

 ページの左側を御覧ください。

この計画の目的ですが、一言で申し上げると、

公共施設等の保有・運営・維持の適正化であり、

今後の人口減少・少子高齢化等を踏まえた財政

負担の最小化と施設保有効果の最大化を目指す

ものであります。

 右側には、建物系施設及びインフラ施設の保

有状況を記載しております。

 左下に記載をしております個別施設計画でご

ざいますが、こちらは総合管理計画を具体的に

進めていくための実施計画でございまして、建

物系施設が８類型、インフラ施設が30類型、計

38類型の計画を策定しております。

 次のページにお進みください。

 第２章、公共施設等の現況及び将来の見通し

でございます。

 まず、左側の宮崎県の施設の現状でございま

す。これは、上が建物系施設、下がインフラ施

設の経過年数の割合を令和６年度末とその20年

後で比較したグラフでございます。右側のグラ

フを御覧いただくと、ピンクでお示しをしてい

る部分ですが、建物では築30年、インフラ施設

では築50年という老朽化が進んだものの割合が、

20年後には急速に伸びる見込みとなっておりま

す。

 次に、右側の施設の維持管理・更新等に係る

中長期的な経費の見込みでございます。建物系

施設、インフラ施設、それぞれについて、予防

保全工事等による長寿命化を図った場合とそう

でない場合を比較すると、50年間で総額約5,837

億円の削減効果が得られるという試算結果につ

いて記載しております。

 次のページにお進みください。

 第３章、公共施設等の総合的・計画的な管理

に関する基本方針でございます。
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 こちらは、総合管理計画の基本方針を体系図

として整理したものでございます。

 まずは、この計画を総合的かつ計画的に管理

するための推進体制等を構築し、矢印でお示し

している流れで、建物系施設とインフラ施設に

必要な対策を行って、一番下に記載しておりま

す本計画の目的である、公共施設等の保有・運

営・維持の最適化を目指すこととしております。

この流れと基本的な各取組の構成について、現

計画からの変更はございません。

 次のページにお進みください。

 第４章、施設類型ごとの管理に関する基本的

な方針でございます。

 この章は、施設類型ごとの管理に関する基本

的な考え方を示したものでございますが、こち

らの資料においては建物系施設とインフラ施設、

それぞれに共通する事項を表にしたものを記載

しておりますので、御確認ください。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 その他報告事項について質疑はありませんか。

○中野委員 みやざき行財政改革プランについ

て、職員数の推移の表がありますが、令和４年

から目標値までに115名増えるという計画で、

「宮崎国スポ・障スポの開催や新たな行政需要

に対応するため」とありますが、この115名とい

うのは、宮崎国スポ・障スポ関係と新たな行政

需要で分けると、内訳はどうなるんですか。

○松下行政改革推進室長 特に明確に区分して

いるものはございませんが、国スポ・障スポ局

につきましては、他県の例で100名程度、また、

現在、行幸啓室が総合政策部にできております

が、そちらと合わせて120名程度が先催県での設

置状況となっております。おおむねその程度が

本県でも必要だと考えておりまして、それも含

め、新たな行政需要として危機事象や国土強靭

化への対応等を含めまして、この目標値を立て

ております。

○中野委員 資料に「スクラップ・アンド・ビ

ルドを基本とし」とありますから、新たな行政

需要で増える場合もあるでしょうが、必要でな

くなる場合もあると思うんです。

国スポ・障スポが終わった後は、かなりの職

員が削減になるんじゃないかと思うんですが、

そういうことは考えられているんですか。

○松下行政改革推進室長 今の時点で、国ス

ポ・障スポが終了した後、その分を完全に削減

するというところまでは考えていないんですが、

これから必要に応じて組織体制をしっかりと検

討し、適正な人数を目標値に定めて取り組んで

いくこととなります。

○中野委員 令和８年度までの計画で、令和

９年度の目標値ですが、令和９年度で国スポ・

障スポは終わるわけですよね。すぐには組織の

解体はできないでしょうが、その後の５か年計

画では減っていく計画になると思うんです。

さらに、宮崎県の人口は、本年度100万人を割

る見込みです。職員数の考え方も100万人以上の

ときと、100万人以下になったときでは、大きく

変わらなければならないと思います。人口減に

比例して職員が減るということではないでしょ

うけれども、ピーク時の人口である117万人の頃

の職員数と100万人を割ったときの職員数という

のは、かなり変更があるべきだと思うんです。

この計画は、第１期の始まりは財政計画だっ

たんですよね。それから２期目か３期目から行

財政という改革になっているんですけれども、

そのときも新たな削減計画を立てて、必ず新た

な行政需要云々というただし書を書いて計画を

立てます。私には逃げ道としか思えないんです

けれども、令和８年度で計画が終わりますから、
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令和９年度の人口が100万人を割ったときの職員

数の在り方もきちんと整理して、減る方向で計

画を立てるべきだと思いますので、よろしくお

願いします。要望しておきます。

○永山委員 みやざき行財政改革プランについ

て、資料27ページの数値目標のところなんです

けれども、県とＮＰＯ・ボランティア等との協

働事業件数が、令和６年でがくっと減って、目

標からするとなかなか数値が乖離している状況

があるんですが、この辺の原因などをどう捉え

られているのでしょうか。

また、表の下から２行目のところです。男性

職員の育児休業取得率は大分上がってきていて、

いいことだと思うんですけれども、取得だけで

はなくて、ある程度長い期間休業しないと、配

偶者のサポートにはならないかと思います。そ

ういった男性の育児休業の平均取得期間のデー

タは持っていないでしょうか。

また、次の改定に当たって、取得期間につい

てもやっぱり数値目標にするべきかと思うんで

すけれども、その辺の考えがあれば教えてくだ

さい。

○松下行政改革推進室長 まず、ＮＰＯとの協

働事業に関してですが、こちらにつきましては、

生活・協働・男女参画課で取り組まれているも

ので、数値は、任意団体とＮＰＯ法人との協働

事業の件数を記載しているところです。実績と

しては伸び悩んでいるということのようですが、

これ以外に、企業なども含めた全体の件数につ

きましては伸びているということで伺っており

ますので、しっかりと取り組まれていると考え

ております。

 それから、男性職員の育児休業取得率につき

まして、目標で立てております85％というのは、

１日以上取得した方も含めた取得率となってお

ります。国では２週間以上の取得率を目標とし

て示すこととなっておりまして、これとは別に

県では特定事業主行動計画を定めているところ

ですが、こちらでは２週間以上の取得率向上を

目指して取り組んでいるところでございます。

 なお、令和７年度の男性職員の育児休業の取

得期間につきましては、平均でおおむね49日と

なっております。

○渡辺委員長 委員長を交代します。

○内田委員長 資料27ページのＲＰＡ、ＡＩ等

のＩＣＴの活用による作業削減時間のところな

んですけれども、この削減された時間は、具体

的にどの業務に充てられているのかを確認させ

てください。

○松下行政改革推進室長 単年度の数値目標

を２万4,000時間としておりまして、毎年度この

時間削減を目指して取り組んでいるところでご

ざいます。この数値に関しましては、デジタル

推進課を中心に取り組んでいるものでございま

す。令和７年度の削減時間が大きくなっている

のは、全職員への生成ＡＩの利用解禁によ

る２万7,000時間の削減が含まれているためです。

そのほかにつきましては、ＲＰＡの導入で6,600

時間、ＡＩによる議事録作成支援システムの導

入で8,900時間など、デジタル推進課で算定した

数値を計上しております。

○内田委員長 そうであれば、令和６年度から

の推移で比較してみないといけなかったのかな

とも思いました。ＡＩ等により作業時間が削減

されることによって、県民サービスの向上や新

たな行政需要への対応につながっていくという

ことではなく、ただ単に、デジタル推進課の取

組による削減時間を足し合わせた数字がここに

出てきているだけということですか。

○松下行政改革推進室長 計上しております数
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値は、デジタル化のものが中心となっておりま

す。デジタル化につきましては、特定の業務を

一気に削減しているものではなくて、広く薄く、

多くの職員に波及して、業務の削減、効率化が

図られているものとなっております。そういう

意味では、職員一人一人の業務時間が効率化さ

れ、その時間分が、例えば政策立案だったり、

これまで手が及ばなかった部分に充てられ、そ

うした効果が、多くの職員に及んでいるという

考え方になろうかと思います。

○内田委員長 そうであれば、残業時間の削減

などにつながってくるといいなという期待もあ

ります。このように業務の効率化が進んでいく

一方で、資料一番上の知事部局等職員数につい

て、国スポ・障スポなどいろんな大きな行事に

向けて体制を強化するために増員となっている

と解釈はしています。そういう効率化が図られ

ていく中での増員ということで、その要因とか、

定員管理がどのように連動し、将来的に行財政

の改革にしっかりと結びついていくものなのか

というところを、もう一度御説明いただいても

よろしいでしょうか。

○松下行政改革推進室長 今期の行財政改革プ

ランでは知事部局等職員数を約3,900人に増やす

という目標を立てております。増員の理由につ

いては、先ほど御説明しましたとおり、国ス

ポ・障スポに向けた体制整備が中心となってお

ります。当然、国スポ・障スポが終了し、人口

減少等も進む中で、職員数の削減は必要かと思

います。

ただ、今回のＡＩ等による業務の削減や効率

化につきましては、職員の削減へ直接結びつけ

るところまでは─実際はそうなんですが、そ

こまで直接的なものではないと考えております。

それよりもまずは、働き方改革として公務の能

率を上げ、より職員がしっかりと行政課題に対

応できるようにしていくという面も多く含んで

おります。

○渡辺副委員長 委員長を交代します。

○荒神委員 資料27ページの指定管理者制度導

入施設における利用者数について、令和４年度

の約276万人から目標が338万人となっているん

ですけれども、これはどういうことを言わんと

するんだろうかと思っています。まず、その辺

を教えてもらえませんか。

○松下行政改革推進室長 指定管理者制度につ

きましては、これまで県有施設を直営で管理し

ていたものを、民間の活力や工夫などを入れる

ことで、県民サービスの向上を図っていくとい

う趣旨でございます。こちらの利用者を増やす

ことで、県民サービスの向上を目指していると

いうことでございます。

○荒神委員 そうであれば、直営から指定管理

者制度を導入された施設の数は、令和４年度か

らどう違ってくるんですか。

○松下行政改革推進室長 指定管理者制度の導

入施設数について、令和８年４月現在で県有施

設が292施設あるんですが、そのうち144施設に

導入しております。残り148の施設につきまして

は、県立学校や病院などでありまして、今、144

施設というのが頭打ちとなっております。です

ので、目標としましては、施設数を増やしてい

くというよりは、施設の利便性の向上を図って

利用者を増やしていくというものを目指した数

値目標となっております。

○荒神委員 そうであれば、この人数の中に施

設数も書いてあったほうがよく分かるのかなと

思いますし、利用者数を増やすとすれば、やは

り直営では無理な点もあるんじゃないだろうか

とも思います。今後のことを考えていけば、そ
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ういう指定管理者制度を導入する施設数を増や

していくことが、県民に対して一番のサービス

ではないかとも思います。それに付随して、今

後の考え方というのはどうなんでしょう。

○松下行政改革推進室長 説明が不十分だった

んですが、まだ導入していない施設数が148ござ

います。こちらは県立学校や病院、図書館など、

指定管理者制度になじまない施設が最後に残っ

ておりまして、なかなかそれを増やしていくと

ころが難しい状況でございます。ただ、残る部

分につきましても、しっかり検討はしてまいり

たいと考えております。

○荒神委員 今、図書館や病院の指定管理者制

度の導入はなかなか難しいということでした。

でも、自治体ではそれを導入してやっている事

例もいっぱいあるんです。この目標を書いてあ

る以上は、それに近づくような努力や研究が必

要じゃないかと思っております。これは申し述

べるだけで結構です。

○中野委員 同じく資料27ページですが、男性

職員の育児休業取得率について、少しずつ伸び

ており、いい傾向にあるんですが、まさかとは

思うけれども、女性で取れていないという例は

ないですよね。

○松下行政改革推進室長 女性につきましては、

育児休業を100％取得している状況でございます。

○渡辺副委員長 資料24ページの人材の確保・

育成のところの、職場でのＯＪＴや研修につい

てです。民間の場合は、例えば会社に入社した

ときに能力開発と称して研修を受けて、それか

ら係長、課長、部長になり、役員になり、それ

ぞれのステージで外部研修を含めた研修が行わ

れるんです。

県職員の場合、ここに書いてある研修等によ

る育成というところで、最近は特に若い世代で

の早期退職者が増えているということなんです

が、県庁に入庁してから一般的に退職するまで

の間で、どういう能力開発プログラムがあるの

か。今の若い人にとってみれば、いろんなスキ

ルを得られることが、職を選ぶときの一つの条

件になると思うんですが、現段階での県におけ

る研修プログラムについて御説明をお願いしま

す。

○松下行政改革推進室長 研修につきましては、

自治学院という部門がございまして、そちらを

中心に職員の研修が行われております。

今、副委員長がおっしゃられたように、基礎

研修ということで、階層別研修とが行われてお

ります。こちらは、例えば新規採用の段階、主

任主事、主任技師に上がった段階、リーダーに

上がった段階や課長等の管理者など、それぞれ

のステージに応じた研修が行われております。

そのほかにも、能力開発等の分野も含んだ選

択研修というプログラムがございまして、職員

が自分の能力に応じて選択して受講するという

メニューもございます。

○渡辺副委員長 どのクラスまでの研修が用意

されていますか。上層部でいいますと、例えば

部長クラスまであるのでしょうか。

○松下行政改革推進室長 管理者研修というも

のはございまして、部長や課長も含めた職員を

対象に年に２回程度研修がございます。マネジ

メント等を内容に含んだ研修でございます。

○渡辺副委員長 受講率はどれぐらいなんです

か。

○松下行政改革推進室長 受講率に関しまして

は、今は手元にございません。申し訳ありませ

ん。人数等につきましては、管理者研修は多く

の職員が受講しており、数字としましては令和

７年度で510名となっております。
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○内田委員長 ほかにございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、最後にその他で何か

ありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、以上をもって総務部

を終了いたします。

お疲れさまでした。

 暫時休憩いたします。

   午後２時11分休憩

   午後２時18分再開

○内田委員長 委員会を再開いたします。

 本委員会に付託されました議案等について、

宮崎国スポ・障スポ局長の概要説明を求めます。

○中尾宮崎国スポ・障スポ局長 議案等の説明

に入ります前に、一点お礼を申し上げます。去

る５月19日、20日及び27日に実施されました県

内調査におきまして、県立清武せいりゅう支援

学校、アスリートタウン延岡アリーナ、ひいら

ぎスポーツパークこばやしひいらぎアリーナを

御視察いただきまして、誠にありがとうござい

ました。現在開催中のリハーサル大会、それか

ら来年開催の本大会に向けて、引き続き万全を

期して取り組んでまいります。

 それでは、本日御報告いたします項目につい

て説明いたします。

 常任委員会資料の２ページにございます目次

を御覧ください。

 本日は、まず予算議案としまして、議案第

１号「令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第

１号)」について、また報告事項としまして、令

和７年度宮崎県繰越明許費繰越計算書、令和

７年度宮崎県事故繰越し繰越計算書の２件でご

ざいます。

 詳細につきましては、担当の次長から説明い

たしますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

○内田委員長 次に、予算議案についての説明

を求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○福崎宮崎国スポ・障スポ局次長（総括） 議

案第１号「令和８年度宮崎県一般会計補正予算

（第１号)」について御説明いたします。

 資料の３ページを御覧ください。

 総務企画課の債務負担行為につきまして、日

本のひなた宮崎国スポ・障スポ県実行委員会負

担金の限度額を１億106万9,000円から２億381万

9,000円に変更するものであります。

 資料の４ページを御覧ください。

 資料の真ん中の段、事業の概要の（１）事業

内容にありますとおり、令和９年の国スポ・障

スポに向けて開催準備を行っております県実行

委員会において、令和８年度中に契約を締結す

る業務があることから、その負担金に対して債

務負担行為を変更するものであります。

 今回追加する内容につきましては、１つ飛び

まして、（３）にありますとおり、国スポ・障

スポ大会では、総合開閉会式等の県主催行事に、

実施本部員や医療救護員、手話通訳者等の各種

ボランティアなど、実人数で１万2,500人のスタ

ッフが従事することとなります。先催県の取組

を参考に、その種別を分かりやすく、色、デザ

イン等で識別するための帽子、ウエアの服飾に

ついて、今回、必要製作数等が固まったことか

ら、令和９年度の債務負担行為額１億275万円の

追加をお願いするものであります。

 なお、１つ上の（２）の表にありますとおり、

令和８年度当初予算にて既に御承認いただいて
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おります業務に、今回の追加分を加えますと、

変更後の債務負担行為額は※２億381万8,000円と

なります。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 予算議案について質疑はありませんか。

○重松委員 識別服飾等制作作業というのはど

ういう意味なんでしょうか。もう少し詳しく教

えてください。

○福崎宮崎国スポ・障スポ局次長（総括） 先

ほど申し上げましたとおり、実際に開閉会式等

では、たくさんの県庁職員が実施本部員として

従事するほか、手話通訳者、ボランティア、医

療救護、あるいは警察や警備に関する方々が従

事されます。

大会の選手や役員、あるいはスタッフ間同士

で、その人がどういう役割の人かが一目で分か

るよう、服飾のほうで分かりやすくするために、

先催県では、それぞれの役割に応じて服の色を

変えるなど、着る服で分かりやすくしていると

ころであり、そういった服飾を作っているとい

うことでございます。

○重松委員 分かりました。債務負担行為額が

当初の約１億円から約２億300万円に増えるとい

うことですが、倍に増えるというのはどういう

考えなんでしょうか。

○福崎宮崎国スポ・障スポ局次長（総括） も

ちろん本番の年度においても作るものなんです

けれども、大会が来年の９月から開催されるに

当たり、こういった服飾の関係の取組につきま

しては、今年度から取りかからないと、本番に

間に合わないということでございます。

令和８年度の当初予算の審議のときには、今

お願いしておりますこの識別服飾のほかに、例

えばここに上がっているようなメダルや記念品

など、年度をまたいで制作に取りかからないと

いけない業務がございますので、そういったも

のを債務負担行為でお願いしているところでご

ざいます。

○内田委員長 ほか、ございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 次に、報告事項に関する説明を

求めます。

 なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○福崎宮崎国スポ・障スポ局次長（総括） 資

料５ページを御覧ください。

 Ⅱの報告事項、令和７年度宮崎県繰越計算書

についてであります。これは、令和７年度から

当年度の繰越額が確定いたしましたので、御報

告するものであります。

当局では、３事業の合計で５億3,599万8,367

円となっております。

まず、１段目にございます「国民スポーツ大

会開催準備事業」５億2,417万9,000円でありま

す。これは、市町村が行う施設整備への補助事

業について、事業主体である小林市、綾町、都

農町、串間市の事業が繰越しとなったことによ

るものであります。

 次に、２段目の「県有スポーツ施設整備事業」

1,003万3,517円であります。主なものとしまし

ては、体育館整備に伴い整備を進めておりまし

た交差点の改良工事のうち、舗装及び区画線工

事について、関連工事の遅れにより、関係機関

との調整に日時を要したため繰越しとなったも

のであります。

最後に、「競技用具等整備事業」178万5,850

円についてでありますが、主にカヌー競技艇の

購入において、海外製で特注品のため、製作や

運搬に時間を要するなど、関係機関との調整に

※41ページに訂正発言あり
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日時を要したものであります。

 なお、いずれの事業につきましても本年度中

に事業が完了する予定となっております。

 次に、資料の６ページを御覧ください。

 令和７年度宮崎県事故繰越し繰越計算書につ

いてでございます。

 まず、１段目にございます県有スポーツ施設

整備事業1,122万円です。これは、体育館建設に

伴う交差点の改良工事のうち、令和６年度から

７年度に繰り越しておりました右折レーン改良

工事について、３度の入札不調により発注が遅

れ、令和７年度内完成が困難となったものであ

ります。

 次に、２段目の「競技用具等整備事業」491万

9,178円であります。これは、海外製ローイング

艇について、調達に不測の日数を要したことに

よるものであります。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 報告事項について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○福崎宮崎国スポ・障スポ局次長（総括） 先

ほど、予算議案の説明の中で、変更後の債務負

担行為額を２億381万9,000円と説明するところ

を、２億381万8,000円と言い間違えておりまし

た。訂正しておわび申し上げます。

○内田委員長 最後に、その他で何かありませ

んか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、以上をもって、宮崎

国スポ・障スポ局を終了いたします。

お疲れさまでした。

 暫時休憩いたします。

   午後２時29分休憩

   午後２時30分再開

○内田委員長 委員会を再開いたします。

 本委員会に付託されました議案等について、

監査事務局長の説明を求めます。

○長友監査事務局長 議案第９号「宮崎県監査

委員条例の一部を改正する条例」につきまして

御説明いたします。

 お手元の常任委員会資料の３ページを御覧く

ださい。

 この条例改正は、１の改正の理由に記載して

おりますとおり、地方自治法の一部改正に伴い、

当該条例の内容に条ずれが生じますため、関係

規定の改正を行うものであります。

 ２の改正の内容でございますけれども、職員

の賠償責任について規定されております地方自

治法第243条の２の８が第243条の２の９に改正

されますことから、新旧対照表に記載しており

ますとおり、引用条文を改正するものでござい

ます。

 施行期日につきましては、３に記載しており

ますとおり、改正地方自治法の施行期日に合わ

せまして、令和８年９月24日としております。

○内田委員長 執行部の説明が終了しました。

 特別議案について質疑はありませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 最後に、その他で何かございま

せんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは以上をもって、監査事

務局を終了いたします。執行部の皆様、お疲れ

さまでした。

 暫時休憩いたします。

   午後２時32分休憩

   午後２時35分再開

○内田委員長 それでは、委員会を再開いたし
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ます。

 まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うことになっておりますので、18日木

曜日に行いたいと思います。開会時刻は13時か

らとしたいのですが、よろしいでしょうか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

 そのほかで何かございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 以上で、本日の委員会を散会い

たします。お疲れさまでした。

   午後２時35分散会
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令和８年６月18日（木曜日）

   午後１時０分再開

────────────────

出席委員（７人）

  委 員 長   内 田 理 佐

  副 委 員 長   渡 辺 正 剛

  委      員   中 野 一 則

  委      員   外 山   衛

  委      員   荒 神   稔

  委      員   重 松 幸次郎

  委      員   永 山 敏 郎

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

────────────────

事務局職員出席者

  議事課主任主事   増 村 竜 史

  政策調査課主事   枝 村 虎太朗

○内田委員長 委員会を再開いたします。

 議案等の採決につきましては、議案ごとがよ

ろしいでしょうか。一括がよろしいでしょうか。

   〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

 議案第１号、議案第３号、議案第５号、議案

第９号、議案第17号、議案第18号、議案第24号、

報告第１号及び報告第２号につきましては、原

案のとおり可決または承認することに御異議あ

りませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号、議案第３号、議案第

５号、議案第９号、議案第17号、議案第18号、

議案第24号、報告第１号及び報告第２号につき

ましては、原案のとおり可決または承認すべき

ものと決定いたしました。

 次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

 暫時休憩いたします。

   午後１時１分休憩

   午後１時２分再開

○内田委員長 委員会を再開いたします。

 委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

 次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

 総合政策及び行財政対策に関する調査につい

ては、継続審査といたしたいと思いますが、御

異議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

 次に、７月23日木曜日に予定されております

閉会中の委員会についてであります。

 暫時休憩いたします。

   午後１時３分休憩

   午後１時５分再開

○内田委員長 委員会を再開いたします。

 ７月23日木曜日の閉会中の委員会につきまし

ては、正副委員長に御一任いただくことで御異

議ありませんか。

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、そのようにいたしま

す。
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 次に、10月14～16日に予定されております県

外調査についてであります。

 暫時休憩いたします。

   午後１時５分休憩

   午後１時10分再開

○内田委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

 県外調査につきましては、７月23日の閉会中

の委員会で、改めて御意見を伺います。

 最後に、その他で何かございませんか。

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内田委員長 それでは、以上をもって委員会

を閉会いたします。

お疲れさまでした。

   午後１時10分閉会



署 名

総務政策常任委員会委員長  内 田 理 佐


